
前章までの分析が示すのは、自助・共助ともに、
迷いが出る場面で行動が止まりやすいという共
通の構造です。
自助では期限の見えにくさや手順の分かりにくさ
が、共助では「迷惑」「誤解」「トラブル」を避けたい
という対人不安が、それぞれ行動を遠ざけています。
そして共助における「相互のブレーキ」は、一方が
緩むともう一方も緩む可能性を持っています。
したがって、解決へのヒントは、「もっと頑張
りましょう」「助け合いましょう」という精神論
ではなく、迷いが出る場面でも動ける条件を地域
の中に仕組みとして埋め込むことです。
行動に関する研究知見でも、情報提供だけでは

行動は変わりにくく、具体的な手順や実行のきっ
かけが示されることで初めて行動が促されるこ
とが知られており、本調査の結果はその方向性と
一致しています。
ただし２点補足します。１点目は、「仕組み」と
は新たな大きな事業のことではありません。すで
に地域で動いている組織や活動の中に、迷いを減
らす工夫を１つ加えることが出発点です。２点目
は、本調査が示しているのは仕組みへの期待の高
さであり、それが実際に行動を変えるかは地域で
の試行と検証によって確かめる必要があります。
それらをふまえつつ以下、具体策を４点の提言
として示します（図表14）。提言①②は「やり方が
見えない」という迷いに、提言③は「助けを求め
てよいか」という遠慮に、提言④は「誰に声をか
けるか」という接点の薄さに、それぞれ対応して
います。４つは独立した施策ではなく、相互のブ
レーキを複数の角度から緩める一体の設計です。

提言① 窓口を１つ決めておく－「誰に言えばいい
か」の迷いを減らす

困ったときに最初につまずきやすいのは「誰に
言えばよいか分からない」という点です。「頼れる
窓口」を１つ決めておくことが出発点です。それを
掲示板・回覧・訓練などで繰り返し知らせることで、
いざというときの迷いを減らすことができます。
この窓口は、助ける側だけでなく助けを求める
側にとっても重要です。「ここに連絡すればよい」
という窓口が見えていれば、「迷惑をかけてはい
けない」という遠慮のハードルが下がる可能性が
あります。逆に、助けを必要としている方が声を
上げることは、助ける側にとっても「動いてよい」
という合図になりえます。つまり窓口を１つ決め
ておくことは、相互のブレーキの両方に同時に作
用する仕掛けです。
窓口の人は専門家である必要はなく、「受けて、

つなぐ」役割を担うだけで十分です。例えば、マン
ションなら管理組合を通じて防災担当者を周知し、
戸建て地区なら自治会の班長を窓口として回覧で
繰り返し知らせる、といった形から始められます。

提言② 紙１枚で手順を共有する－「何をすればい
いか」の迷いを減らす

「手順が明確であれば動きやすい」と感じてい
る方は５割を超えています（調査③）。声かけの
文例、安否確認の順番、迷ったときの一言（例：「と
りあえず窓口へ」）、やらないこと（危険箇所への
単独行動など）を紙１枚に集約しておくことが有
効です。
大切なのは「完璧な手順書」ではなく「迷いを
減らすこと」です。「大丈夫ですか？何かお手伝
いできることはありますか？」という一文がある
だけで、声をかける側の緊張は和らぐかもしれま
せん。文例の正確さよりも、「こう言えばいい」と
いう型が手元にあること自体に意味があります。
この「紙１枚」の考え方は、自助の継続にも応
用できます。第２章で見たとおり、自助が止まり
やすい原因の１つは「何をどう確認すればよいか
分かりにくい」「期限がないと後回しになる」と
いう点にありました。例えば、耐震性確認の問い
合わせ先・備蓄の入れ替え時期・家族との集合
場所を１枚にまとめ、年２回の確認日を設けるだ
けでも、「手間の大きさ」と「期限のなさ」という
壁を同時に小さくできる可能性があります。

提言③ 助けを求める合図を作る－「助けを求めて
よいか」の迷いを減らす

「迷惑をかけてはいけない」というためらいが
強い人ほど、声を上げにくく、結果として必要な
支援が届きにくくなる可能性があります。この遠
慮を和らげるには、「助けてほしい」という意思
表示そのものを地域の中で正当化する仕組みが
有効です。
例えば、災害時に玄関先へ「無事です」「助けが
必要です」を示すカードを掲げる方法があります。
助けを求めることが「許可された行動」として目に
見える形になれば、求める側の遠慮も、助ける側の
ためらいも、同時に小さくなる可能性があります。
あわせて、地域でできること・できないことの
範囲や専門機関へのつなぎ先を事前に共有してお
くことで、関わる側の負担感も軽減できます。「こ
こまでが自分の範囲」という境界が見えていれば、
長く関わり続けるための安全策にもなります。

提言④ 軽い接点を日常に置く－「誰に声をかける
か」の迷いを減らす

３章で確認したとおり、週１回以上の接点があ
る層では共助への自信が大きく高まっていまし
た。ただしこの「週１回」は、深い関係を前提と
したものではありません。ごみ出しの際のすれ違
い、掲示板の前での立ち話、防災訓練で名前を呼
び合う機会、こうした小さな積み重ねが非常時に
「あの人に声をかけてみよう」と思えるかどうか
を左右します。
調査②③は、近隣の接点が少ない層が多いこと
を示しています。ただし「もっと深く交流しま
しょう」という呼びかけは現実的ではありませ
ん。目指すのは「関係を深める」ことではなく「接
触の機会を少し増やす」ことです。
回覧を短くする、当番を小さな単位で回す、集
合住宅では「掲示板を見るだけで参加できる安否
確認」を導入するなど、参加の敷居を下げる設計
が考えられます。月１回のミニ点検を仕組みとし
て置く、防災訓練の場を近隣の顔合わせの機会に
使うといった工夫も有効です。

本レポートの提言は、いずれも大きな予算や新
しい組織を前提としていません。自治会の回覧に
１枚加える、防災訓練の冒頭で窓口を１つ紹介す
る、備蓄の確認日を年に２回カレンダーに入れ
る、すでに地域で動いている活動の中に「迷いを
減らす工夫」を１つ埋め込むことが出発点として
考えられます。
一度にすべてを動かす必要はありません。まず
１つ、自分の地域で最も取り組みやすいものから
始めてみること。その小さな一歩が、いざという
ときに「動ける条件」を少しずつ整えていくこと
につながると考えます。
防災の「意識を高める」ことは、もちろん大切
です。しかし意識だけでは行動は続きません。意
識を「仕組み」で支えること。それが、助けたい
人が助けやすく、助けを求めたい人が声を上げや
すい地域をつくる出発点ではないでしょうか。
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（1）広域災害における公助の限界と理解の広がり
南海トラフ地震のような広い範囲が同時に被
災しうる災害について、国や自治体は被害想定の
更新や注意喚起、避難や備えに関する情報発信を
続けています。近年は地震に限らず、豪雨や台風
も含めて「いつ起きても不思議ではない」という
前提で備えを見直す必要性が広く語られるよう
になりました。
実際、広域災害では、道路・通信の混乱、避難
所運営の負荷、人手や物資不足が重なり、災害直
後は行政の支援（公助）が長期にわたり届かない
場面も想定されます。調査②でも、「公助はすぐ
に届かない可能性」を認識している層は７割弱に
及びました。リスクへの理解自体は一定程度広
がっていると言えます。

（2）「分かっている、でも動けない」という現実
しかし理解があることと行動に移せることは
別の問題です。
実施した３つの調査では、対象者や設問が完全
には一致しないにも関わらず、いずれも共通した
傾向が現れました。
それは、防災対策を継続して備えることが出来て
いる層（以下「対策実践層」）が２割前後、関心は
あるが行動が続かない層（以下「一時的関心層」）
が６割前後、関心が薄く行動も少ない層（以下「無
関心層」）が２割前後、という構図です（図表１）※１。

また、この傾向は三重県のみならず、東日本大
震災で特に被害の大きかった宮城県、岩手県にも
共通して見られました。回答者の属性や震災から
の経過年数に差があるため単純な比較には注意が
必要ですが、少なくとも「大きな災害経験があれ
ば防災行動が定着する」とは言い切れない結果で
あり、啓発や体験だけでは「防災対策を続ける」と
いう段階には届きにくいことを示唆しています。

さらに2024年８月に初めて南海トラフ地震臨
時情報（巨大地震注意）が発表された約３ヶ月後
に実施した調査①では、同発表を受けて「新たな
対策を始めた」層が32.4％に及びましたが、その
うち50％が「３か月後には意識・対策が低下した」
という回答結果も得られました。
つまり、注意喚起情報によって防災対策に一時
的に動き出す人は確かに生まれますが、それが習
慣として根づくまでにはまた別の壁がある、とい
う整理ができます。

（3）共助をめぐる認識と実態のズレ
また、災害対応における自助・共助・公助につ
いて、それぞれどれほど重要と思っているかを調
査②で尋ねたところ、「非常に重要」と答えた割
合は公助49.2％、自助42.8％に対し、共助は27.0％
に留まりました。「やや重要」を含めても共助は
68.2％と、３つの中で最も低い水準です（図表２）。

一方、1995年の阪神淡路大震災では、倒壊建
物から生き埋め状態で救出された人のうち、自
力での脱出が34.9％、家族や近隣住民等による
助け合いで救出されたのが62.6％で、救助隊や
その他は2.5％に留まりました（出典：内閣府『平
成26年版 防災白書』）。
実際の災害では公助より共助の方が命を左右す
る場面が多くあります。それにも関わらず、共助
は平時において最も重要性が認識されにくいとい
う点に、認識と実態の大きなズレがあります。

（4）本レポートの焦点
こうした現実を前に、「防災への啓発が足りな
い」「共助の重要性をもっと訴えるべきだ」と言
うことは簡単です。
しかし、防災への関心があっても行動が続かな
い層が全体の約６割を占めるという事実は、意識
の問題ではなく、構造的な要因が背景にある可能
性を示しています。

（4）複数の壁が連動する構造
これらの場面は独立しているわけではありませ

ん。いずれにも共通しているのは、「災害がいつ起
きるか分からない」という前提のもとで、いつま
で対策を続ける必要があるかという期限が設定し
にくい点です。
そのうえで、何から手をつければよいか分からな

い、調べる手順が分かりにくい、家族との相談が必
要になる、続けて管理することが負担になるといっ
た要因が連動することで、「大事だと分かっている」
はずの行動が遠ざかっていく可能性があります。
そして重要なのは、これが怠惰や無関心の問題

ではないという点です。行動科学の知見では、明確
な期限のない課題は後回しにされやすく、「やろう
と思っている」と「実際にやる」の間には大きな隔
たりが生じやすいことが知られています。発生が
予測困難な災害への対策は、まさにその条件を満
たしています。つまり、防災対策が続かないのは
「意識が低い」からではなく、「人が動きにくくなる
条件に該当してしまっているから」と言えます。
では、自助にこうした構造的な壁があるとすれば、

地域で助け合う「共助」はどうでしょうか。実は共
助にも、同じように行動を止めている構造がありま
す。しかも共助の場合は、自助の壁に加えて、人と人
との関わりにまつわる心理的な要因が重なります。
次章ではまず、共助が生まれる土台となる日常

のつながりの現状を確認します。

前章で見たとおり、自助には「手順の見えにく
さ」「一人で完結しにくさ」「管理の手間」加えて
「期限のなさ」など複数の構造的な壁があります。
こうした壁を個人の努力だけで越えるのは容易
ではなく、地域で助け合う「共助」が補完的な役
割を持つ理由もそこにあります。
しかし、その共助は日常の人間関係、つまり「つ

ながり」の上に成り立っています。では、そのつ
ながりは今どのような状態にあるのでしょうか。
調査②では、三重県の20～60代の500名を対象

に、共助や、共助が生まれる土台となる「つなが
り」などをテーマに調査を行いました。本章では
特徴的な回答を紹介します。

（1）近隣との日常の接点の少なさ
まず近所（徒歩10分圏内）の方との関わりの頻

度を尋ねたところ、最も回答が多かったのが「全

くない」で４割を超えました（43.6％）。週１回以
上の交流がある方は全体の約４分の１に留まっ
ています（図表５）。

近所であっても、日常的な接点は決して多くあ
りません。平時に顔や名前が一致しない相手に
は、非常時に声をかけることへの心理的ハードル
が上がります。
そして「もし大きな災害が起きた際、近所の方を

助ける行動を自分は取れると感じるか」について
尋ねると、肯定的回答（そう思う、ややそう思う、以
下同様）は44.0％、否定的回答（あまりそう思わな
い、全くそう思わない、以下同様）も41.8％と拮抗
しました。
しかし近所づきあいが週１回以上ある方に限

ると肯定的回答が約８割（77.0％）に達した一方、
週１回未満の方では約３割（32.9％）に留まり、
否定的回答が約７割に上りました（図表６）。日
常の接点の有無が、共助への意識に大きく関わっ
ていることが見てとれます。

もちろん、現代において「深い近所づきあいを
復活させよう」というのは現実的ではありませ
ん。しかし注目すべきは、ここで言う「接点」が
必ずしも深い関係を意味していない点です。挨拶
や短い立ち話といったごく軽い接点であっても、
いざというときに「声をかけてもよい相手」が頭
に浮かぶかどうかが重要です。顔と名前がかろう
じて一致する程度のつながりでも、非常時には大
きな意味を持つ可能性があります。

そこで本レポートでは、意識や啓発の水準では
なく、自助・共助が機能する条件や構造に着目し、
次の３つの問いを立てます。

①なぜ防災が大切と「分かっている」人でも自
助の行動が続かないのか

②共助が起きにくい背景には、どのような心
理的な構造があるのか

③自助・共助の両方を「機能させる条件」と
して、地域で実装できる具体策は何か

次章以降では、この３つの問いを順に検討します。

なぜ防災が大切だと「分かっている」人でも、自
助行動を「続けられないのか」。本章では調査デー
タをもとに、その構造を確認します。
調査①では、20～60代を対象に、三重県500名お

よび東日本大震災での被害が大きかった宮城県・
岩手県に250名ずつ、合計1,000名に普段の備えな
どについて調査を実施しました。　
その結果から見えてきたのは、単一の原因では

なく、複数の要因が連動して対策が止まりやすく
なっているという構造でした。

（1）「調べる」で止まる：耐震性の把握
まず、自宅の耐震性の把握・家具の固定・ハ

ザードマップの確認など、建物崩壊への対策に
ついて尋ねたところ、そもそも「耐震性を把握
していない」層が全体の37.8％（三重県37.0％）
に上りました。しかもその内訳を見ると、その
うちの58.7％が防災に一定の関心を持つ一時的
関心層でした。
建物崩壊は過去の震災においても主な死因と

言われていますが、一時的関心層も含めて耐震
性の把握が進まない背景には、そもそも耐震性
をどう確認すればよいか分かりにくい、確認の
手続きが手間に感じる、といった壁が最初の一
歩を遠ざけていると考えられます。「大切だとは
思っているが、手順が見えないから手が止まる」
という止まり方です。

（2）「決める」で止まる：家族との連絡手段・集
合場所
大きな災害は都合よく家族と共にいる時に起

きるとは限りません。むしろ別々にいる際に発生

することも十分に想定されます。
しかし実際のところ、集合場所や再会の手順を

事前に決めている層は21.8％（三重県22.0％）に
留まり、52.3％（三重県49.6％）が「特に準備はし
ていない」と回答しました（図表３）。加えて特に
準備していない層のうち、９割弱が一時的関心層
と無関心層で占められています。

家族内での合意形成が必要な話題、とりわけ災
害のような将来のネガティブな事態を想定する
話し合いは、日常の中では持ち出しにくく、後回
しにされやすい傾向があります。「一人では決め
られない」という構造が、自助への行動を止めて
いる可能性があります。

（3）「管理する」で止まる：備蓄の継続
被災直後に「最も優先して確保が必要な物資」

として挙げられたのは飲料水と食料で、その割合
は65.8％（三重県67.0％）に達しました。
しかし別の設問では、実際に「水や食料を最低

１週間分備蓄している」と答えたのは29.8％（三
重県32.0％）に留まっています（図表４）。

こちらも重要と認識しているが行動が伴って
いない典型的な例です。備蓄は始めるだけでな
く、消費期限の確認や定期的な入れ替えが必要で
あり、「継続管理」の負担が行動を止めている可
能性があります。

社会学の知見では、こうした薄いつながりが情
報や支援の「橋渡し」になりうることが指摘され
ています※2。災害時の声掛けや安否確認において
も、この「軽い橋渡し」が機能する場面は十分に
考えられます。

（2）「頼れる人がいない」層の存在
続いて、共助の土台を別の視点から確認しま

す。同居家族以外で頼れる人がいるかについて、
複数選択で尋ねたところ、「頼れる人はいない」
と回答した人が34.0％存在しました（図表７）。

別居の家族・親族が44.4％と最も多い一方、近
隣の人は15.4％に留まっています。日常の接点が
少ないことは、「いざというときに誰を頼ればよ
いか分からない」という形で災害時に孤立する可
能性もあります。
 つまり、共助の土台には、日常の接点の少なさ

と、同居家族以外に頼れる人が見えにくいという
２つの課題が少なくとも重なっています。
ただしこれは、共助の「外側の壁」にすぎませ

ん。接点があったとしても、人は必ずしも助け合
えるとは限りません。では、人々の行動をさらに
止めている「内側の壁」とは何か。次章ではその
構造を見ていきます。

本章では三重県の20～60代の495名に行った調査
③をもとに、その「内側の壁」の構造を見ていきます。
調査③も扱うテーマは共助が中心ですが、調査

②と異なり、助ける側だけでなく、助けを求める
側の心理にも注目しました。

（1）助けを求める側の遠慮
まず自らが助けを求める声を挙げられるかに

ついて「災害時など困った際、近所の人（徒歩５
分圏内）に助けを求められるか」を尋ねたところ、

肯定的回答36.4％、否定的回答26.4％で「どちら
ともいえない」が37.2％でした。
さらに災害時に自ら助けを求める際に「迷惑を

かけてはいけない」と感じて助けを求めることを
ためらうか、という設問には47.7％が肯定的な回
答をしました（図表８）。

認識と行動のギャップの背景には「迷惑をかけ
られない」という、ためらいの心理が働いている
可能性が読み取れます。防災研究では、支援を「受
ける力」（受援力）も共助の重要な一面とされて
いますが、この「遠慮」がその力を弱めている可
能性があります。
つまり「助けてほしい」と感じている人ほど、

声を上げにくいという、日本社会において根深い
「人に迷惑をかけてはいけない」という規範が、
災害という非常時にまで持ち込まれている可能
性を示す結果とも言えます。

（2）助ける側のためらい
一方、助ける側にもブレーキが見られました。

困っている人に対して声をかける際に「意図と違っ
て受け取られたり、後で面倒になったりしないか
気になる」という誤解への不安について尋ねたと
ころ、42.8％が肯定的回答をしました（図表９）。

さらに「本当はもう少し地域の人と関わっても
よいと思っていても、トラブル回避で自ら関わり
を控えている」に肯定的に回答した方も39.8％に
上りました（図表10）。

つまり、関わりたくないのではなく、誤解やト
ラブルへの不安が行動を引き留めている、という
ことが、いずれも４割前後の規模で見られまし
た。共助が機能しにくい背景は「迷惑をかけたく
ない、誤解されたくない」という対人不安にある
可能性が、これらの結果から示されています。

（3）「相互のブレーキ」－そして仕組みという手
がかり
ここで重要なのは、助ける側と助けを求める側

の両方に、同時にブレーキがかかっているという
構造です（図表11）。

助けてほしい人は「迷惑をかけてはいけない」
と遠慮し、声を上げません。助けたい人は「誤解
されないか」とためらい、手を差し伸べません。
一方が動けないことで、もう一方も動きにくくな
る。この連鎖が、共助を止めている構造の中心に
あると考えられます。
こうした相互のブレーキは、放置すればするほ

ど固くなっていく性質を持っていると考えられ

ます。逆に言えば、どちらか一方のブレーキが緩
められれば、もう一方も緩む可能性があります。
では、こうした心理的なブレーキを緩める手が

かりはあるのでしょうか。
調査③では、「困っていそうな人がいるとき、

自らの判断で声をかけるよりも、役割や担当、連
絡先や手順が明確な方が、安心して行動しやすい
と思うか」を尋ねました。その結果、肯定的回答
が54.4％に達し、否定的回答は8.9％に留まりまし
た（図表12）。多くの人は「関わりたくない」ので
はなく、「やり方が見えれば動ける」と感じてい
ることが読み取れます。

さらに重要なのは、心理的なブレーキが強い層
ほど、仕組みへの期待が高いという点です。図表
13（次頁）で示す通り、助けを求めるのをためら
う層、声掛けが誤解されないか不安に感じる層、
トラブル回避で自ら関わりを控えている層のい
ずれも、７～８割前後が「役割・窓口・手順が明
確なら行動しやすい」と回答しています。仕組み
への期待は一部の消極的な層だけの話ではなく、
対人不安が強い人ほど切実に求めているという
構造です。
この傾向は助ける側だけでなく、助けを求める

側にも同様に働いています。「迷惑をかけてはい
けない」とためらう層が同様に仕組みを求めてい
るということは、窓口や手順の整備が、助けを求
める行動そのもののハードルを下げる可能性を
示しています。また、不安が比較的弱い層も４～
５割が仕組みを支持しており、仕組み整備の効果
は地域全体の底上げとして機能しうると考えら
れます。
以上から、共助を止めているのは助ける側・求

める側の双方に働く心理的ブレーキであることが
確認できました。そしてこの相互のブレーキは、
仕組みによって連動して緩む可能性があります。

１．なぜ、防災への「関心」は「行動」に結び
　 つかないのか？

＜サマリー＞
１．「関心はある、でも動けない」－ 防災対策に見られる２：６：２の分布と自助を止める構造
三十三総研が実施した防災に関する３つの調査（本頁下段参照）では、防災対策を「継続できている」層
は２割前後、「関心はあるが続かない」層が６割前後、「関心が薄い」層が２割前後という構図が繰り返し見
られました。さらに南海トラフ地震のような広域災害において公助がすぐ届かない可能性を７割弱が認識
しているにも関わらず、４割弱が自宅の耐震性を把握せず、５割強が災害時の家族等との連絡手段・集合
場所を決めていないなど認識と行動のギャップが顕著です。この背景には、手順の見えにくさ、家族などと
の合意形成の必要性、期限が設定しにくいために後回しになりやすいといった要因が連動しており、「大切
だと分かっている」はずの行動が遠ざかりやすい構造があります。
２．助ける側が助けることをためらい、助けを求める側も遠慮する共助の「相互のブレーキ」
自助にこうした構造的な壁がある以上、地域で助け合う共助の役割は大きくなります。しかし共助もま
た、心理的な壁によって止まっている可能性がみられます。本調査から浮かび上がったのが、「相互のブレー
キ」と呼ぶべき状態です。助ける側では、声をかける際に「誤解されないか、後で面倒にならないか」とい
う不安が４割強存在しています。助けを求める側では、「迷惑をかけてはいけない」という遠慮が約半数に
働いています。
重要なのは、この２つが同時に機能しているという点です。助けてほしい人が遠慮し、助けたい人がため
らう、この連鎖が共助を止めている可能性があります。逆に言えば、一方のブレーキを緩める仕組みが整え
ば、もう一方も緩む可能性が調査結果から示されています。
３．解決のヒントは「精神論」より、役割・窓口・手順を明確にする「仕組み」
解決のヒントに考えられるのは、「役割・窓口・手順が明確なら行動しやすい」という回答が５割強に達
した点です。さらに対人不安が強い層ほど、この「仕組みへの期待」が高く、整備の効果は一部の共助に消
極的な層に留まらず、地域全体の底上げとして機能しうる可能性を示しています。
本レポートは、地域の備え・防災において、「意識を高める」「頑張って助け合う」という精神論ではなく、

「迷いが出る場面でも動ける条件」を整えることを中心に据え、「①窓口を１つ決めておく、②紙１枚で手順
を共有する、③助けを求める合図を作る、④軽い接点を日常に置く」の４点を提言として示します。

（※）本レポートの前提となる３つの調査（いずれも三十三総研にて個人向けWebアンケートにて実施）
調査①：n=1,000名 三重県（n=500）＋被災県（宮城県（n=250）＋岩手県（n=250））、20～60代、各世代100名・全８問・2024年11月11日～

12日（同年８月の南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の約３か月後）に、三重県及び東日本大震災の主な被災県（死者数
が多い上位２県が宮城県、岩手県）に実施。主に自助に対して調査。
URL：https://www.33bank.co.jp/33ir/question/20250228.pdf

調査②：三重県（n=500）、20～60代、各世代100名・全12問・2025年５月21日～５月22日に実施。
主に共助やつながりの面で調査。防災に加え、日常のつながりやデジタル利用時間などを調査。
URL：https://www.33bank.co.jp/33ir/question/20251218.pdf

調査③：三重県（n=495）20～60代、各世代100名（20代のみ95名）・全９問・2026年１月26日～２月２日に実施。主に共助が機能しにく
い理由や機能しやすい条件を調査。
URL：https://www.33bank.co.jp/33ir/question/20260310.pdf

※本文中で使用する調査①・②・③は、上記３つの調査をそれぞれ指します。
※１　人間の態度や行動傾向は、複数の要因の重なりで決まる場合、統計的に上位約２割・中間約６割・下位約２割に分かれやすいことが知られており、組織変革の研究でも自発的

に動く層・様子を見る層・関心を持たない層がおおむねこの比率で現れるとされる（20-60-20ルール）。行動変容の研究でも、リスクを抱える集団の多くが「必要性は感じて
いるが、まだ動いていない」段階にとどまることが繰り返し確認されており（Prochaska & Velicer, 1997）、防災においても同様の傾向が示唆される。
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南海トラフ地震のように広い範囲が同時に被災しうる災害では、発災直後から長期にわたり行政支援（公助）が
届かない可能性が十分想定されます。一方で、自ら命を守る行動（自助）や地域の人々を助けること（共助）の必要
性を理解していても、実際の行動に移れる人は少数に留まると予想されます。そこで、本調査レポートでは、三重県を
中心とする3つの個人向けWEBアンケート調査を横断的に分析し、自助・共助が機能しやすくなるためのヒントを、
精神論ではなく「迷いが出る場面でも動ける条件」の観点から整理し、地域で実装しやすい提言へとつなげます。

キーワード：南海トラフ地震、自助・共助・公助、2:6:2、心理的ブレーキ、対人不安、ためらい、遠慮、受援力、仕組みの設計

「自助・共助」が機能するための条件
～助ける側がためらい、助けを求める側も遠慮する

防災行動の「相互のブレーキ」 ― 三重県中心３つの調査からの示唆～
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図表１ 防災への対策行動の分布（３調査、３層）

図表２ 災害対応における「自助、共助、公助」の重要度
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前章までの分析が示すのは、自助・共助ともに、
迷いが出る場面で行動が止まりやすいという共
通の構造です。
自助では期限の見えにくさや手順の分かりにくさ

が、共助では「迷惑」「誤解」「トラブル」を避けたい
という対人不安が、それぞれ行動を遠ざけています。
そして共助における「相互のブレーキ」は、一方が
緩むともう一方も緩む可能性を持っています。
したがって、解決へのヒントは、「もっと頑張

りましょう」「助け合いましょう」という精神論
ではなく、迷いが出る場面でも動ける条件を地域
の中に仕組みとして埋め込むことです。
行動に関する研究知見でも、情報提供だけでは

行動は変わりにくく、具体的な手順や実行のきっ
かけが示されることで初めて行動が促されるこ
とが知られており、本調査の結果はその方向性と
一致しています。
ただし２点補足します。１点目は、「仕組み」と

は新たな大きな事業のことではありません。すで
に地域で動いている組織や活動の中に、迷いを減
らす工夫を１つ加えることが出発点です。２点目
は、本調査が示しているのは仕組みへの期待の高
さであり、それが実際に行動を変えるかは地域で
の試行と検証によって確かめる必要があります。
それらをふまえつつ以下、具体策を４点の提言

として示します（図表14）。提言①②は「やり方が
見えない」という迷いに、提言③は「助けを求め
てよいか」という遠慮に、提言④は「誰に声をか
けるか」という接点の薄さに、それぞれ対応して
います。４つは独立した施策ではなく、相互のブ
レーキを複数の角度から緩める一体の設計です。

提言① 窓口を１つ決めておく－「誰に言えばいい
か」の迷いを減らす

困ったときに最初につまずきやすいのは「誰に
言えばよいか分からない」という点です。「頼れる
窓口」を１つ決めておくことが出発点です。それを
掲示板・回覧・訓練などで繰り返し知らせることで、
いざというときの迷いを減らすことができます。
この窓口は、助ける側だけでなく助けを求める

側にとっても重要です。「ここに連絡すればよい」
という窓口が見えていれば、「迷惑をかけてはい
けない」という遠慮のハードルが下がる可能性が
あります。逆に、助けを必要としている方が声を
上げることは、助ける側にとっても「動いてよい」
という合図になりえます。つまり窓口を１つ決め
ておくことは、相互のブレーキの両方に同時に作
用する仕掛けです。
窓口の人は専門家である必要はなく、「受けて、

つなぐ」役割を担うだけで十分です。例えば、マン
ションなら管理組合を通じて防災担当者を周知し、
戸建て地区なら自治会の班長を窓口として回覧で
繰り返し知らせる、といった形から始められます。

提言② 紙１枚で手順を共有する－「何をすればい
いか」の迷いを減らす

「手順が明確であれば動きやすい」と感じてい
る方は５割を超えています（調査③）。声かけの
文例、安否確認の順番、迷ったときの一言（例：「と
りあえず窓口へ」）、やらないこと（危険箇所への
単独行動など）を紙１枚に集約しておくことが有
効です。
大切なのは「完璧な手順書」ではなく「迷いを

減らすこと」です。「大丈夫ですか？何かお手伝
いできることはありますか？」という一文がある
だけで、声をかける側の緊張は和らぐかもしれま
せん。文例の正確さよりも、「こう言えばいい」と
いう型が手元にあること自体に意味があります。
この「紙１枚」の考え方は、自助の継続にも応

用できます。第２章で見たとおり、自助が止まり
やすい原因の１つは「何をどう確認すればよいか
分かりにくい」「期限がないと後回しになる」と
いう点にありました。例えば、耐震性確認の問い
合わせ先・備蓄の入れ替え時期・家族との集合
場所を１枚にまとめ、年２回の確認日を設けるだ
けでも、「手間の大きさ」と「期限のなさ」という
壁を同時に小さくできる可能性があります。

提言③ 助けを求める合図を作る－「助けを求めて
よいか」の迷いを減らす

「迷惑をかけてはいけない」というためらいが
強い人ほど、声を上げにくく、結果として必要な
支援が届きにくくなる可能性があります。この遠
慮を和らげるには、「助けてほしい」という意思
表示そのものを地域の中で正当化する仕組みが
有効です。
例えば、災害時に玄関先へ「無事です」「助けが

必要です」を示すカードを掲げる方法があります。
助けを求めることが「許可された行動」として目に
見える形になれば、求める側の遠慮も、助ける側の
ためらいも、同時に小さくなる可能性があります。
あわせて、地域でできること・できないことの

範囲や専門機関へのつなぎ先を事前に共有してお
くことで、関わる側の負担感も軽減できます。「こ
こまでが自分の範囲」という境界が見えていれば、
長く関わり続けるための安全策にもなります。

提言④ 軽い接点を日常に置く－「誰に声をかける
か」の迷いを減らす

３章で確認したとおり、週１回以上の接点があ
る層では共助への自信が大きく高まっていまし
た。ただしこの「週１回」は、深い関係を前提と
したものではありません。ごみ出しの際のすれ違
い、掲示板の前での立ち話、防災訓練で名前を呼
び合う機会、こうした小さな積み重ねが非常時に
「あの人に声をかけてみよう」と思えるかどうか
を左右します。
調査②③は、近隣の接点が少ない層が多いこと
を示しています。ただし「もっと深く交流しま
しょう」という呼びかけは現実的ではありませ
ん。目指すのは「関係を深める」ことではなく「接
触の機会を少し増やす」ことです。
回覧を短くする、当番を小さな単位で回す、集
合住宅では「掲示板を見るだけで参加できる安否
確認」を導入するなど、参加の敷居を下げる設計
が考えられます。月１回のミニ点検を仕組みとし
て置く、防災訓練の場を近隣の顔合わせの機会に
使うといった工夫も有効です。

本レポートの提言は、いずれも大きな予算や新
しい組織を前提としていません。自治会の回覧に
１枚加える、防災訓練の冒頭で窓口を１つ紹介す
る、備蓄の確認日を年に２回カレンダーに入れ
る、すでに地域で動いている活動の中に「迷いを
減らす工夫」を１つ埋め込むことが出発点として
考えられます。
一度にすべてを動かす必要はありません。まず
１つ、自分の地域で最も取り組みやすいものから
始めてみること。その小さな一歩が、いざという
ときに「動ける条件」を少しずつ整えていくこと
につながると考えます。
防災の「意識を高める」ことは、もちろん大切
です。しかし意識だけでは行動は続きません。意
識を「仕組み」で支えること。それが、助けたい
人が助けやすく、助けを求めたい人が声を上げや
すい地域をつくる出発点ではないでしょうか。

三十三総研 調査部 主任研究員　松田 拓

（1）広域災害における公助の限界と理解の広がり
南海トラフ地震のような広い範囲が同時に被
災しうる災害について、国や自治体は被害想定の
更新や注意喚起、避難や備えに関する情報発信を
続けています。近年は地震に限らず、豪雨や台風
も含めて「いつ起きても不思議ではない」という
前提で備えを見直す必要性が広く語られるよう
になりました。
実際、広域災害では、道路・通信の混乱、避難
所運営の負荷、人手や物資不足が重なり、災害直
後は行政の支援（公助）が長期にわたり届かない
場面も想定されます。調査②でも、「公助はすぐ
に届かない可能性」を認識している層は７割弱に
及びました。リスクへの理解自体は一定程度広
がっていると言えます。

（2）「分かっている、でも動けない」という現実
しかし理解があることと行動に移せることは
別の問題です。
実施した３つの調査では、対象者や設問が完全
には一致しないにも関わらず、いずれも共通した
傾向が現れました。
それは、防災対策を継続して備えることが出来て
いる層（以下「対策実践層」）が２割前後、関心は
あるが行動が続かない層（以下「一時的関心層」）
が６割前後、関心が薄く行動も少ない層（以下「無
関心層」）が２割前後、という構図です（図表１）※１。

また、この傾向は三重県のみならず、東日本大
震災で特に被害の大きかった宮城県、岩手県にも
共通して見られました。回答者の属性や震災から
の経過年数に差があるため単純な比較には注意が
必要ですが、少なくとも「大きな災害経験があれ
ば防災行動が定着する」とは言い切れない結果で
あり、啓発や体験だけでは「防災対策を続ける」と
いう段階には届きにくいことを示唆しています。

さらに2024年８月に初めて南海トラフ地震臨
時情報（巨大地震注意）が発表された約３ヶ月後
に実施した調査①では、同発表を受けて「新たな
対策を始めた」層が32.4％に及びましたが、その
うち50％が「３か月後には意識・対策が低下した」
という回答結果も得られました。
つまり、注意喚起情報によって防災対策に一時

的に動き出す人は確かに生まれますが、それが習
慣として根づくまでにはまた別の壁がある、とい
う整理ができます。

（3）共助をめぐる認識と実態のズレ
また、災害対応における自助・共助・公助につ

いて、それぞれどれほど重要と思っているかを調
査②で尋ねたところ、「非常に重要」と答えた割
合は公助49.2％、自助42.8％に対し、共助は27.0％
に留まりました。「やや重要」を含めても共助は
68.2％と、３つの中で最も低い水準です（図表２）。

一方、1995年の阪神淡路大震災では、倒壊建
物から生き埋め状態で救出された人のうち、自
力での脱出が34.9％、家族や近隣住民等による
助け合いで救出されたのが62.6％で、救助隊や
その他は2.5％に留まりました（出典：内閣府『平
成26年版 防災白書』）。
実際の災害では公助より共助の方が命を左右す

る場面が多くあります。それにも関わらず、共助
は平時において最も重要性が認識されにくいとい
う点に、認識と実態の大きなズレがあります。

（4）本レポートの焦点
こうした現実を前に、「防災への啓発が足りな

い」「共助の重要性をもっと訴えるべきだ」と言
うことは簡単です。
しかし、防災への関心があっても行動が続かな

い層が全体の約６割を占めるという事実は、意識
の問題ではなく、構造的な要因が背景にある可能
性を示しています。

（4）複数の壁が連動する構造
これらの場面は独立しているわけではありませ

ん。いずれにも共通しているのは、「災害がいつ起
きるか分からない」という前提のもとで、いつま
で対策を続ける必要があるかという期限が設定し
にくい点です。
そのうえで、何から手をつければよいか分からな

い、調べる手順が分かりにくい、家族との相談が必
要になる、続けて管理することが負担になるといっ
た要因が連動することで、「大事だと分かっている」
はずの行動が遠ざかっていく可能性があります。
そして重要なのは、これが怠惰や無関心の問題

ではないという点です。行動科学の知見では、明確
な期限のない課題は後回しにされやすく、「やろう
と思っている」と「実際にやる」の間には大きな隔
たりが生じやすいことが知られています。発生が
予測困難な災害への対策は、まさにその条件を満
たしています。つまり、防災対策が続かないのは
「意識が低い」からではなく、「人が動きにくくなる
条件に該当してしまっているから」と言えます。
では、自助にこうした構造的な壁があるとすれば、

地域で助け合う「共助」はどうでしょうか。実は共
助にも、同じように行動を止めている構造がありま
す。しかも共助の場合は、自助の壁に加えて、人と人
との関わりにまつわる心理的な要因が重なります。
次章ではまず、共助が生まれる土台となる日常

のつながりの現状を確認します。

前章で見たとおり、自助には「手順の見えにく
さ」「一人で完結しにくさ」「管理の手間」加えて
「期限のなさ」など複数の構造的な壁があります。
こうした壁を個人の努力だけで越えるのは容易
ではなく、地域で助け合う「共助」が補完的な役
割を持つ理由もそこにあります。
しかし、その共助は日常の人間関係、つまり「つ

ながり」の上に成り立っています。では、そのつ
ながりは今どのような状態にあるのでしょうか。
調査②では、三重県の20～60代の500名を対象

に、共助や、共助が生まれる土台となる「つなが
り」などをテーマに調査を行いました。本章では
特徴的な回答を紹介します。

（1）近隣との日常の接点の少なさ
まず近所（徒歩10分圏内）の方との関わりの頻

度を尋ねたところ、最も回答が多かったのが「全

くない」で４割を超えました（43.6％）。週１回以
上の交流がある方は全体の約４分の１に留まっ
ています（図表５）。

近所であっても、日常的な接点は決して多くあ
りません。平時に顔や名前が一致しない相手に
は、非常時に声をかけることへの心理的ハードル
が上がります。
そして「もし大きな災害が起きた際、近所の方を

助ける行動を自分は取れると感じるか」について
尋ねると、肯定的回答（そう思う、ややそう思う、以
下同様）は44.0％、否定的回答（あまりそう思わな
い、全くそう思わない、以下同様）も41.8％と拮抗
しました。
しかし近所づきあいが週１回以上ある方に限

ると肯定的回答が約８割（77.0％）に達した一方、
週１回未満の方では約３割（32.9％）に留まり、
否定的回答が約７割に上りました（図表６）。日
常の接点の有無が、共助への意識に大きく関わっ
ていることが見てとれます。

もちろん、現代において「深い近所づきあいを
復活させよう」というのは現実的ではありませ
ん。しかし注目すべきは、ここで言う「接点」が
必ずしも深い関係を意味していない点です。挨拶
や短い立ち話といったごく軽い接点であっても、
いざというときに「声をかけてもよい相手」が頭
に浮かぶかどうかが重要です。顔と名前がかろう
じて一致する程度のつながりでも、非常時には大
きな意味を持つ可能性があります。

そこで本レポートでは、意識や啓発の水準では
なく、自助・共助が機能する条件や構造に着目し、
次の３つの問いを立てます。

①なぜ防災が大切と「分かっている」人でも自
助の行動が続かないのか

②共助が起きにくい背景には、どのような心
理的な構造があるのか

③自助・共助の両方を「機能させる条件」と
して、地域で実装できる具体策は何か

次章以降では、この３つの問いを順に検討します。

なぜ防災が大切だと「分かっている」人でも、自
助行動を「続けられないのか」。本章では調査デー
タをもとに、その構造を確認します。
調査①では、20～60代を対象に、三重県500名お
よび東日本大震災での被害が大きかった宮城県・
岩手県に250名ずつ、合計1,000名に普段の備えな
どについて調査を実施しました。　
その結果から見えてきたのは、単一の原因では
なく、複数の要因が連動して対策が止まりやすく
なっているという構造でした。

（1）「調べる」で止まる：耐震性の把握
まず、自宅の耐震性の把握・家具の固定・ハ
ザードマップの確認など、建物崩壊への対策に
ついて尋ねたところ、そもそも「耐震性を把握
していない」層が全体の37.8％（三重県37.0％）
に上りました。しかもその内訳を見ると、その
うちの58.7％が防災に一定の関心を持つ一時的
関心層でした。
建物崩壊は過去の震災においても主な死因と
言われていますが、一時的関心層も含めて耐震
性の把握が進まない背景には、そもそも耐震性
をどう確認すればよいか分かりにくい、確認の
手続きが手間に感じる、といった壁が最初の一
歩を遠ざけていると考えられます。「大切だとは
思っているが、手順が見えないから手が止まる」
という止まり方です。

（2）「決める」で止まる：家族との連絡手段・集
合場所
大きな災害は都合よく家族と共にいる時に起
きるとは限りません。むしろ別々にいる際に発生

することも十分に想定されます。
しかし実際のところ、集合場所や再会の手順を

事前に決めている層は21.8％（三重県22.0％）に
留まり、52.3％（三重県49.6％）が「特に準備はし
ていない」と回答しました（図表３）。加えて特に
準備していない層のうち、９割弱が一時的関心層
と無関心層で占められています。

家族内での合意形成が必要な話題、とりわけ災
害のような将来のネガティブな事態を想定する
話し合いは、日常の中では持ち出しにくく、後回
しにされやすい傾向があります。「一人では決め
られない」という構造が、自助への行動を止めて
いる可能性があります。

（3）「管理する」で止まる：備蓄の継続
被災直後に「最も優先して確保が必要な物資」

として挙げられたのは飲料水と食料で、その割合
は65.8％（三重県67.0％）に達しました。
しかし別の設問では、実際に「水や食料を最低

１週間分備蓄している」と答えたのは29.8％（三
重県32.0％）に留まっています（図表４）。

こちらも重要と認識しているが行動が伴って
いない典型的な例です。備蓄は始めるだけでな
く、消費期限の確認や定期的な入れ替えが必要で
あり、「継続管理」の負担が行動を止めている可
能性があります。

社会学の知見では、こうした薄いつながりが情
報や支援の「橋渡し」になりうることが指摘され
ています※2。災害時の声掛けや安否確認において
も、この「軽い橋渡し」が機能する場面は十分に
考えられます。

（2）「頼れる人がいない」層の存在
続いて、共助の土台を別の視点から確認しま

す。同居家族以外で頼れる人がいるかについて、
複数選択で尋ねたところ、「頼れる人はいない」
と回答した人が34.0％存在しました（図表７）。

別居の家族・親族が44.4％と最も多い一方、近
隣の人は15.4％に留まっています。日常の接点が
少ないことは、「いざというときに誰を頼ればよ
いか分からない」という形で災害時に孤立する可
能性もあります。
 つまり、共助の土台には、日常の接点の少なさ

と、同居家族以外に頼れる人が見えにくいという
２つの課題が少なくとも重なっています。
ただしこれは、共助の「外側の壁」にすぎませ

ん。接点があったとしても、人は必ずしも助け合
えるとは限りません。では、人々の行動をさらに
止めている「内側の壁」とは何か。次章ではその
構造を見ていきます。

本章では三重県の20～60代の495名に行った調査
③をもとに、その「内側の壁」の構造を見ていきます。
調査③も扱うテーマは共助が中心ですが、調査

②と異なり、助ける側だけでなく、助けを求める
側の心理にも注目しました。

（1）助けを求める側の遠慮
まず自らが助けを求める声を挙げられるかに

ついて「災害時など困った際、近所の人（徒歩５
分圏内）に助けを求められるか」を尋ねたところ、

肯定的回答36.4％、否定的回答26.4％で「どちら
ともいえない」が37.2％でした。
さらに災害時に自ら助けを求める際に「迷惑を

かけてはいけない」と感じて助けを求めることを
ためらうか、という設問には47.7％が肯定的な回
答をしました（図表８）。

認識と行動のギャップの背景には「迷惑をかけ
られない」という、ためらいの心理が働いている
可能性が読み取れます。防災研究では、支援を「受
ける力」（受援力）も共助の重要な一面とされて
いますが、この「遠慮」がその力を弱めている可
能性があります。
つまり「助けてほしい」と感じている人ほど、

声を上げにくいという、日本社会において根深い
「人に迷惑をかけてはいけない」という規範が、
災害という非常時にまで持ち込まれている可能
性を示す結果とも言えます。

（2）助ける側のためらい
一方、助ける側にもブレーキが見られました。

困っている人に対して声をかける際に「意図と違っ
て受け取られたり、後で面倒になったりしないか
気になる」という誤解への不安について尋ねたと
ころ、42.8％が肯定的回答をしました（図表９）。

さらに「本当はもう少し地域の人と関わっても
よいと思っていても、トラブル回避で自ら関わり
を控えている」に肯定的に回答した方も39.8％に
上りました（図表10）。

つまり、関わりたくないのではなく、誤解やト
ラブルへの不安が行動を引き留めている、という
ことが、いずれも４割前後の規模で見られまし
た。共助が機能しにくい背景は「迷惑をかけたく
ない、誤解されたくない」という対人不安にある
可能性が、これらの結果から示されています。

（3）「相互のブレーキ」－そして仕組みという手
がかり
ここで重要なのは、助ける側と助けを求める側

の両方に、同時にブレーキがかかっているという
構造です（図表11）。

助けてほしい人は「迷惑をかけてはいけない」
と遠慮し、声を上げません。助けたい人は「誤解
されないか」とためらい、手を差し伸べません。
一方が動けないことで、もう一方も動きにくくな
る。この連鎖が、共助を止めている構造の中心に
あると考えられます。
こうした相互のブレーキは、放置すればするほ

ど固くなっていく性質を持っていると考えられ

ます。逆に言えば、どちらか一方のブレーキが緩
められれば、もう一方も緩む可能性があります。
では、こうした心理的なブレーキを緩める手が

かりはあるのでしょうか。
調査③では、「困っていそうな人がいるとき、

自らの判断で声をかけるよりも、役割や担当、連
絡先や手順が明確な方が、安心して行動しやすい
と思うか」を尋ねました。その結果、肯定的回答
が54.4％に達し、否定的回答は8.9％に留まりまし
た（図表12）。多くの人は「関わりたくない」ので
はなく、「やり方が見えれば動ける」と感じてい
ることが読み取れます。

さらに重要なのは、心理的なブレーキが強い層
ほど、仕組みへの期待が高いという点です。図表
13（次頁）で示す通り、助けを求めるのをためら
う層、声掛けが誤解されないか不安に感じる層、
トラブル回避で自ら関わりを控えている層のい
ずれも、７～８割前後が「役割・窓口・手順が明
確なら行動しやすい」と回答しています。仕組み
への期待は一部の消極的な層だけの話ではなく、
対人不安が強い人ほど切実に求めているという
構造です。
この傾向は助ける側だけでなく、助けを求める

側にも同様に働いています。「迷惑をかけてはい
けない」とためらう層が同様に仕組みを求めてい
るということは、窓口や手順の整備が、助けを求
める行動そのもののハードルを下げる可能性を
示しています。また、不安が比較的弱い層も４～
５割が仕組みを支持しており、仕組み整備の効果
は地域全体の底上げとして機能しうると考えら
れます。
以上から、共助を止めているのは助ける側・求

める側の双方に働く心理的ブレーキであることが
確認できました。そしてこの相互のブレーキは、
仕組みによって連動して緩む可能性があります。

１．なぜ、防災への「関心」は「行動」に結び
　 つかないのか？

＜サマリー＞
１．「関心はある、でも動けない」－ 防災対策に見られる２：６：２の分布と自助を止める構造
三十三総研が実施した防災に関する３つの調査（本頁下段参照）では、防災対策を「継続できている」層
は２割前後、「関心はあるが続かない」層が６割前後、「関心が薄い」層が２割前後という構図が繰り返し見
られました。さらに南海トラフ地震のような広域災害において公助がすぐ届かない可能性を７割弱が認識
しているにも関わらず、４割弱が自宅の耐震性を把握せず、５割強が災害時の家族等との連絡手段・集合
場所を決めていないなど認識と行動のギャップが顕著です。この背景には、手順の見えにくさ、家族などと
の合意形成の必要性、期限が設定しにくいために後回しになりやすいといった要因が連動しており、「大切
だと分かっている」はずの行動が遠ざかりやすい構造があります。
２．助ける側が助けることをためらい、助けを求める側も遠慮する共助の「相互のブレーキ」
自助にこうした構造的な壁がある以上、地域で助け合う共助の役割は大きくなります。しかし共助もま
た、心理的な壁によって止まっている可能性がみられます。本調査から浮かび上がったのが、「相互のブレー
キ」と呼ぶべき状態です。助ける側では、声をかける際に「誤解されないか、後で面倒にならないか」とい
う不安が４割強存在しています。助けを求める側では、「迷惑をかけてはいけない」という遠慮が約半数に
働いています。
重要なのは、この２つが同時に機能しているという点です。助けてほしい人が遠慮し、助けたい人がため
らう、この連鎖が共助を止めている可能性があります。逆に言えば、一方のブレーキを緩める仕組みが整え
ば、もう一方も緩む可能性が調査結果から示されています。
３．解決のヒントは「精神論」より、役割・窓口・手順を明確にする「仕組み」
解決のヒントに考えられるのは、「役割・窓口・手順が明確なら行動しやすい」という回答が５割強に達
した点です。さらに対人不安が強い層ほど、この「仕組みへの期待」が高く、整備の効果は一部の共助に消
極的な層に留まらず、地域全体の底上げとして機能しうる可能性を示しています。
本レポートは、地域の備え・防災において、「意識を高める」「頑張って助け合う」という精神論ではなく、

「迷いが出る場面でも動ける条件」を整えることを中心に据え、「①窓口を１つ決めておく、②紙１枚で手順
を共有する、③助けを求める合図を作る、④軽い接点を日常に置く」の４点を提言として示します。

（※）本レポートの前提となる３つの調査（いずれも三十三総研にて個人向けWebアンケートにて実施）
調査①：n=1,000名 三重県（n=500）＋被災県（宮城県（n=250）＋岩手県（n=250））、20～60代、各世代100名・全８問・2024年11月11日～

12日（同年８月の南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の約３か月後）に、三重県及び東日本大震災の主な被災県（死者数
が多い上位２県が宮城県、岩手県）に実施。主に自助に対して調査。
URL：https://www.33bank.co.jp/33ir/question/20250228.pdf

調査②：三重県（n=500）、20～60代、各世代100名・全12問・2025年５月21日～５月22日に実施。
主に共助やつながりの面で調査。防災に加え、日常のつながりやデジタル利用時間などを調査。
URL：https://www.33bank.co.jp/33ir/question/20251218.pdf

調査③：三重県（n=495）20～60代、各世代100名（20代のみ95名）・全９問・2026年１月26日～２月２日に実施。主に共助が機能しにく
い理由や機能しやすい条件を調査。
URL：https://www.33bank.co.jp/33ir/question/20260310.pdf

※本文中で使用する調査①・②・③は、上記３つの調査をそれぞれ指します。
※１　人間の態度や行動傾向は、複数の要因の重なりで決まる場合、統計的に上位約２割・中間約６割・下位約２割に分かれやすいことが知られており、組織変革の研究でも自発的

に動く層・様子を見る層・関心を持たない層がおおむねこの比率で現れるとされる（20-60-20ルール）。行動変容の研究でも、リスクを抱える集団の多くが「必要性は感じて
いるが、まだ動いていない」段階にとどまることが繰り返し確認されており（Prochaska & Velicer, 1997）、防災においても同様の傾向が示唆される。
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南海トラフ地震のように広い範囲が同時に被災しうる災害では、発災直後から長期にわたり行政支援（公助）が
届かない可能性が十分想定されます。一方で、自ら命を守る行動（自助）や地域の人々を助けること（共助）の必要
性を理解していても、実際の行動に移れる人は少数に留まると予想されます。そこで、本調査レポートでは、三重県を
中心とする3つの個人向けWEBアンケート調査を横断的に分析し、自助・共助が機能しやすくなるためのヒントを、
精神論ではなく「迷いが出る場面でも動ける条件」の観点から整理し、地域で実装しやすい提言へとつなげます。

キーワード：南海トラフ地震、自助・共助・公助、2:6:2、心理的ブレーキ、対人不安、ためらい、遠慮、受援力、仕組みの設計

「自助・共助」が機能するための条件
～助ける側がためらい、助けを求める側も遠慮する

防災行動の「相互のブレーキ」 ― 三重県中心３つの調査からの示唆～
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図表１ 防災への対策行動の分布（３調査、３層）

図表２ 災害対応における「自助、共助、公助」の重要度
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前章までの分析が示すのは、自助・共助ともに、
迷いが出る場面で行動が止まりやすいという共
通の構造です。
自助では期限の見えにくさや手順の分かりにくさ

が、共助では「迷惑」「誤解」「トラブル」を避けたい
という対人不安が、それぞれ行動を遠ざけています。
そして共助における「相互のブレーキ」は、一方が
緩むともう一方も緩む可能性を持っています。
したがって、解決へのヒントは、「もっと頑張

りましょう」「助け合いましょう」という精神論
ではなく、迷いが出る場面でも動ける条件を地域
の中に仕組みとして埋め込むことです。
行動に関する研究知見でも、情報提供だけでは

行動は変わりにくく、具体的な手順や実行のきっ
かけが示されることで初めて行動が促されるこ
とが知られており、本調査の結果はその方向性と
一致しています。
ただし２点補足します。１点目は、「仕組み」と

は新たな大きな事業のことではありません。すで
に地域で動いている組織や活動の中に、迷いを減
らす工夫を１つ加えることが出発点です。２点目
は、本調査が示しているのは仕組みへの期待の高
さであり、それが実際に行動を変えるかは地域で
の試行と検証によって確かめる必要があります。
それらをふまえつつ以下、具体策を４点の提言

として示します（図表14）。提言①②は「やり方が
見えない」という迷いに、提言③は「助けを求め
てよいか」という遠慮に、提言④は「誰に声をか
けるか」という接点の薄さに、それぞれ対応して
います。４つは独立した施策ではなく、相互のブ
レーキを複数の角度から緩める一体の設計です。

提言① 窓口を１つ決めておく－「誰に言えばいい
か」の迷いを減らす

困ったときに最初につまずきやすいのは「誰に
言えばよいか分からない」という点です。「頼れる
窓口」を１つ決めておくことが出発点です。それを
掲示板・回覧・訓練などで繰り返し知らせることで、
いざというときの迷いを減らすことができます。
この窓口は、助ける側だけでなく助けを求める

側にとっても重要です。「ここに連絡すればよい」
という窓口が見えていれば、「迷惑をかけてはい
けない」という遠慮のハードルが下がる可能性が
あります。逆に、助けを必要としている方が声を
上げることは、助ける側にとっても「動いてよい」
という合図になりえます。つまり窓口を１つ決め
ておくことは、相互のブレーキの両方に同時に作
用する仕掛けです。
窓口の人は専門家である必要はなく、「受けて、

つなぐ」役割を担うだけで十分です。例えば、マン
ションなら管理組合を通じて防災担当者を周知し、
戸建て地区なら自治会の班長を窓口として回覧で
繰り返し知らせる、といった形から始められます。

提言② 紙１枚で手順を共有する－「何をすればい
いか」の迷いを減らす

「手順が明確であれば動きやすい」と感じてい
る方は５割を超えています（調査③）。声かけの
文例、安否確認の順番、迷ったときの一言（例：「と
りあえず窓口へ」）、やらないこと（危険箇所への
単独行動など）を紙１枚に集約しておくことが有
効です。
大切なのは「完璧な手順書」ではなく「迷いを

減らすこと」です。「大丈夫ですか？何かお手伝
いできることはありますか？」という一文がある
だけで、声をかける側の緊張は和らぐかもしれま
せん。文例の正確さよりも、「こう言えばいい」と
いう型が手元にあること自体に意味があります。
この「紙１枚」の考え方は、自助の継続にも応

用できます。第２章で見たとおり、自助が止まり
やすい原因の１つは「何をどう確認すればよいか
分かりにくい」「期限がないと後回しになる」と
いう点にありました。例えば、耐震性確認の問い
合わせ先・備蓄の入れ替え時期・家族との集合
場所を１枚にまとめ、年２回の確認日を設けるだ
けでも、「手間の大きさ」と「期限のなさ」という
壁を同時に小さくできる可能性があります。

提言③ 助けを求める合図を作る－「助けを求めて
よいか」の迷いを減らす

「迷惑をかけてはいけない」というためらいが
強い人ほど、声を上げにくく、結果として必要な
支援が届きにくくなる可能性があります。この遠
慮を和らげるには、「助けてほしい」という意思
表示そのものを地域の中で正当化する仕組みが
有効です。
例えば、災害時に玄関先へ「無事です」「助けが

必要です」を示すカードを掲げる方法があります。
助けを求めることが「許可された行動」として目に
見える形になれば、求める側の遠慮も、助ける側の
ためらいも、同時に小さくなる可能性があります。
あわせて、地域でできること・できないことの

範囲や専門機関へのつなぎ先を事前に共有してお
くことで、関わる側の負担感も軽減できます。「こ
こまでが自分の範囲」という境界が見えていれば、
長く関わり続けるための安全策にもなります。

提言④ 軽い接点を日常に置く－「誰に声をかける
か」の迷いを減らす

３章で確認したとおり、週１回以上の接点があ
る層では共助への自信が大きく高まっていまし
た。ただしこの「週１回」は、深い関係を前提と
したものではありません。ごみ出しの際のすれ違
い、掲示板の前での立ち話、防災訓練で名前を呼
び合う機会、こうした小さな積み重ねが非常時に
「あの人に声をかけてみよう」と思えるかどうか
を左右します。
調査②③は、近隣の接点が少ない層が多いこと

を示しています。ただし「もっと深く交流しま
しょう」という呼びかけは現実的ではありませ
ん。目指すのは「関係を深める」ことではなく「接
触の機会を少し増やす」ことです。
回覧を短くする、当番を小さな単位で回す、集

合住宅では「掲示板を見るだけで参加できる安否
確認」を導入するなど、参加の敷居を下げる設計
が考えられます。月１回のミニ点検を仕組みとし
て置く、防災訓練の場を近隣の顔合わせの機会に
使うといった工夫も有効です。

本レポートの提言は、いずれも大きな予算や新
しい組織を前提としていません。自治会の回覧に
１枚加える、防災訓練の冒頭で窓口を１つ紹介す
る、備蓄の確認日を年に２回カレンダーに入れ
る、すでに地域で動いている活動の中に「迷いを
減らす工夫」を１つ埋め込むことが出発点として
考えられます。
一度にすべてを動かす必要はありません。まず

１つ、自分の地域で最も取り組みやすいものから
始めてみること。その小さな一歩が、いざという
ときに「動ける条件」を少しずつ整えていくこと
につながると考えます。
防災の「意識を高める」ことは、もちろん大切

です。しかし意識だけでは行動は続きません。意
識を「仕組み」で支えること。それが、助けたい
人が助けやすく、助けを求めたい人が声を上げや
すい地域をつくる出発点ではないでしょうか。

三十三総研 調査部 主任研究員　松田 拓

（1）広域災害における公助の限界と理解の広がり
南海トラフ地震のような広い範囲が同時に被
災しうる災害について、国や自治体は被害想定の
更新や注意喚起、避難や備えに関する情報発信を
続けています。近年は地震に限らず、豪雨や台風
も含めて「いつ起きても不思議ではない」という
前提で備えを見直す必要性が広く語られるよう
になりました。
実際、広域災害では、道路・通信の混乱、避難
所運営の負荷、人手や物資不足が重なり、災害直
後は行政の支援（公助）が長期にわたり届かない
場面も想定されます。調査②でも、「公助はすぐ
に届かない可能性」を認識している層は７割弱に
及びました。リスクへの理解自体は一定程度広
がっていると言えます。

（2）「分かっている、でも動けない」という現実
しかし理解があることと行動に移せることは
別の問題です。
実施した３つの調査では、対象者や設問が完全
には一致しないにも関わらず、いずれも共通した
傾向が現れました。
それは、防災対策を継続して備えることが出来て
いる層（以下「対策実践層」）が２割前後、関心は
あるが行動が続かない層（以下「一時的関心層」）
が６割前後、関心が薄く行動も少ない層（以下「無
関心層」）が２割前後、という構図です（図表１）※１。

また、この傾向は三重県のみならず、東日本大
震災で特に被害の大きかった宮城県、岩手県にも
共通して見られました。回答者の属性や震災から
の経過年数に差があるため単純な比較には注意が
必要ですが、少なくとも「大きな災害経験があれ
ば防災行動が定着する」とは言い切れない結果で
あり、啓発や体験だけでは「防災対策を続ける」と
いう段階には届きにくいことを示唆しています。

さらに2024年８月に初めて南海トラフ地震臨
時情報（巨大地震注意）が発表された約３ヶ月後
に実施した調査①では、同発表を受けて「新たな
対策を始めた」層が32.4％に及びましたが、その
うち50％が「３か月後には意識・対策が低下した」
という回答結果も得られました。
つまり、注意喚起情報によって防災対策に一時
的に動き出す人は確かに生まれますが、それが習
慣として根づくまでにはまた別の壁がある、とい
う整理ができます。

（3）共助をめぐる認識と実態のズレ
また、災害対応における自助・共助・公助につ
いて、それぞれどれほど重要と思っているかを調
査②で尋ねたところ、「非常に重要」と答えた割
合は公助49.2％、自助42.8％に対し、共助は27.0％
に留まりました。「やや重要」を含めても共助は
68.2％と、３つの中で最も低い水準です（図表２）。

一方、1995年の阪神淡路大震災では、倒壊建
物から生き埋め状態で救出された人のうち、自
力での脱出が34.9％、家族や近隣住民等による
助け合いで救出されたのが62.6％で、救助隊や
その他は2.5％に留まりました（出典：内閣府『平
成26年版 防災白書』）。
実際の災害では公助より共助の方が命を左右す
る場面が多くあります。それにも関わらず、共助
は平時において最も重要性が認識されにくいとい
う点に、認識と実態の大きなズレがあります。

（4）本レポートの焦点
こうした現実を前に、「防災への啓発が足りな
い」「共助の重要性をもっと訴えるべきだ」と言
うことは簡単です。
しかし、防災への関心があっても行動が続かな
い層が全体の約６割を占めるという事実は、意識
の問題ではなく、構造的な要因が背景にある可能
性を示しています。

（4）複数の壁が連動する構造
これらの場面は独立しているわけではありませ
ん。いずれにも共通しているのは、「災害がいつ起
きるか分からない」という前提のもとで、いつま
で対策を続ける必要があるかという期限が設定し
にくい点です。
そのうえで、何から手をつければよいか分からな
い、調べる手順が分かりにくい、家族との相談が必
要になる、続けて管理することが負担になるといっ
た要因が連動することで、「大事だと分かっている」
はずの行動が遠ざかっていく可能性があります。
そして重要なのは、これが怠惰や無関心の問題
ではないという点です。行動科学の知見では、明確
な期限のない課題は後回しにされやすく、「やろう
と思っている」と「実際にやる」の間には大きな隔
たりが生じやすいことが知られています。発生が
予測困難な災害への対策は、まさにその条件を満
たしています。つまり、防災対策が続かないのは
「意識が低い」からではなく、「人が動きにくくなる
条件に該当してしまっているから」と言えます。
では、自助にこうした構造的な壁があるとすれば、
地域で助け合う「共助」はどうでしょうか。実は共
助にも、同じように行動を止めている構造がありま
す。しかも共助の場合は、自助の壁に加えて、人と人
との関わりにまつわる心理的な要因が重なります。
次章ではまず、共助が生まれる土台となる日常
のつながりの現状を確認します。

前章で見たとおり、自助には「手順の見えにく
さ」「一人で完結しにくさ」「管理の手間」加えて
「期限のなさ」など複数の構造的な壁があります。
こうした壁を個人の努力だけで越えるのは容易
ではなく、地域で助け合う「共助」が補完的な役
割を持つ理由もそこにあります。
しかし、その共助は日常の人間関係、つまり「つ
ながり」の上に成り立っています。では、そのつ
ながりは今どのような状態にあるのでしょうか。
調査②では、三重県の20～60代の500名を対象
に、共助や、共助が生まれる土台となる「つなが
り」などをテーマに調査を行いました。本章では
特徴的な回答を紹介します。

（1）近隣との日常の接点の少なさ
まず近所（徒歩10分圏内）の方との関わりの頻
度を尋ねたところ、最も回答が多かったのが「全

くない」で４割を超えました（43.6％）。週１回以
上の交流がある方は全体の約４分の１に留まっ
ています（図表５）。

近所であっても、日常的な接点は決して多くあ
りません。平時に顔や名前が一致しない相手に
は、非常時に声をかけることへの心理的ハードル
が上がります。
そして「もし大きな災害が起きた際、近所の方を
助ける行動を自分は取れると感じるか」について
尋ねると、肯定的回答（そう思う、ややそう思う、以
下同様）は44.0％、否定的回答（あまりそう思わな
い、全くそう思わない、以下同様）も41.8％と拮抗
しました。
しかし近所づきあいが週１回以上ある方に限
ると肯定的回答が約８割（77.0％）に達した一方、
週１回未満の方では約３割（32.9％）に留まり、
否定的回答が約７割に上りました（図表６）。日
常の接点の有無が、共助への意識に大きく関わっ
ていることが見てとれます。

もちろん、現代において「深い近所づきあいを
復活させよう」というのは現実的ではありませ
ん。しかし注目すべきは、ここで言う「接点」が
必ずしも深い関係を意味していない点です。挨拶
や短い立ち話といったごく軽い接点であっても、
いざというときに「声をかけてもよい相手」が頭
に浮かぶかどうかが重要です。顔と名前がかろう
じて一致する程度のつながりでも、非常時には大
きな意味を持つ可能性があります。

そこで本レポートでは、意識や啓発の水準では
なく、自助・共助が機能する条件や構造に着目し、
次の３つの問いを立てます。

①なぜ防災が大切と「分かっている」人でも自
助の行動が続かないのか

②共助が起きにくい背景には、どのような心
理的な構造があるのか

③自助・共助の両方を「機能させる条件」と
して、地域で実装できる具体策は何か

次章以降では、この３つの問いを順に検討します。

なぜ防災が大切だと「分かっている」人でも、自
助行動を「続けられないのか」。本章では調査デー
タをもとに、その構造を確認します。
調査①では、20～60代を対象に、三重県500名お

よび東日本大震災での被害が大きかった宮城県・
岩手県に250名ずつ、合計1,000名に普段の備えな
どについて調査を実施しました。　
その結果から見えてきたのは、単一の原因では

なく、複数の要因が連動して対策が止まりやすく
なっているという構造でした。

（1）「調べる」で止まる：耐震性の把握
まず、自宅の耐震性の把握・家具の固定・ハ

ザードマップの確認など、建物崩壊への対策に
ついて尋ねたところ、そもそも「耐震性を把握
していない」層が全体の37.8％（三重県37.0％）
に上りました。しかもその内訳を見ると、その
うちの58.7％が防災に一定の関心を持つ一時的
関心層でした。
建物崩壊は過去の震災においても主な死因と

言われていますが、一時的関心層も含めて耐震
性の把握が進まない背景には、そもそも耐震性
をどう確認すればよいか分かりにくい、確認の
手続きが手間に感じる、といった壁が最初の一
歩を遠ざけていると考えられます。「大切だとは
思っているが、手順が見えないから手が止まる」
という止まり方です。

（2）「決める」で止まる：家族との連絡手段・集
合場所
大きな災害は都合よく家族と共にいる時に起

きるとは限りません。むしろ別々にいる際に発生

することも十分に想定されます。
しかし実際のところ、集合場所や再会の手順を

事前に決めている層は21.8％（三重県22.0％）に
留まり、52.3％（三重県49.6％）が「特に準備はし
ていない」と回答しました（図表３）。加えて特に
準備していない層のうち、９割弱が一時的関心層
と無関心層で占められています。

家族内での合意形成が必要な話題、とりわけ災
害のような将来のネガティブな事態を想定する
話し合いは、日常の中では持ち出しにくく、後回
しにされやすい傾向があります。「一人では決め
られない」という構造が、自助への行動を止めて
いる可能性があります。

（3）「管理する」で止まる：備蓄の継続
被災直後に「最も優先して確保が必要な物資」

として挙げられたのは飲料水と食料で、その割合
は65.8％（三重県67.0％）に達しました。
しかし別の設問では、実際に「水や食料を最低

１週間分備蓄している」と答えたのは29.8％（三
重県32.0％）に留まっています（図表４）。

こちらも重要と認識しているが行動が伴って
いない典型的な例です。備蓄は始めるだけでな
く、消費期限の確認や定期的な入れ替えが必要で
あり、「継続管理」の負担が行動を止めている可
能性があります。

社会学の知見では、こうした薄いつながりが情
報や支援の「橋渡し」になりうることが指摘され
ています※2。災害時の声掛けや安否確認において
も、この「軽い橋渡し」が機能する場面は十分に
考えられます。

（2）「頼れる人がいない」層の存在
続いて、共助の土台を別の視点から確認しま

す。同居家族以外で頼れる人がいるかについて、
複数選択で尋ねたところ、「頼れる人はいない」
と回答した人が34.0％存在しました（図表７）。

別居の家族・親族が44.4％と最も多い一方、近
隣の人は15.4％に留まっています。日常の接点が
少ないことは、「いざというときに誰を頼ればよ
いか分からない」という形で災害時に孤立する可
能性もあります。
 つまり、共助の土台には、日常の接点の少なさ

と、同居家族以外に頼れる人が見えにくいという
２つの課題が少なくとも重なっています。
ただしこれは、共助の「外側の壁」にすぎませ

ん。接点があったとしても、人は必ずしも助け合
えるとは限りません。では、人々の行動をさらに
止めている「内側の壁」とは何か。次章ではその
構造を見ていきます。

本章では三重県の20～60代の495名に行った調査
③をもとに、その「内側の壁」の構造を見ていきます。
調査③も扱うテーマは共助が中心ですが、調査

②と異なり、助ける側だけでなく、助けを求める
側の心理にも注目しました。

（1）助けを求める側の遠慮
まず自らが助けを求める声を挙げられるかに

ついて「災害時など困った際、近所の人（徒歩５
分圏内）に助けを求められるか」を尋ねたところ、

肯定的回答36.4％、否定的回答26.4％で「どちら
ともいえない」が37.2％でした。
さらに災害時に自ら助けを求める際に「迷惑を

かけてはいけない」と感じて助けを求めることを
ためらうか、という設問には47.7％が肯定的な回
答をしました（図表８）。

認識と行動のギャップの背景には「迷惑をかけ
られない」という、ためらいの心理が働いている
可能性が読み取れます。防災研究では、支援を「受
ける力」（受援力）も共助の重要な一面とされて
いますが、この「遠慮」がその力を弱めている可
能性があります。
つまり「助けてほしい」と感じている人ほど、

声を上げにくいという、日本社会において根深い
「人に迷惑をかけてはいけない」という規範が、
災害という非常時にまで持ち込まれている可能
性を示す結果とも言えます。

（2）助ける側のためらい
一方、助ける側にもブレーキが見られました。

困っている人に対して声をかける際に「意図と違っ
て受け取られたり、後で面倒になったりしないか
気になる」という誤解への不安について尋ねたと
ころ、42.8％が肯定的回答をしました（図表９）。

さらに「本当はもう少し地域の人と関わっても
よいと思っていても、トラブル回避で自ら関わり
を控えている」に肯定的に回答した方も39.8％に
上りました（図表10）。

つまり、関わりたくないのではなく、誤解やト
ラブルへの不安が行動を引き留めている、という
ことが、いずれも４割前後の規模で見られまし
た。共助が機能しにくい背景は「迷惑をかけたく
ない、誤解されたくない」という対人不安にある
可能性が、これらの結果から示されています。

（3）「相互のブレーキ」－そして仕組みという手
がかり
ここで重要なのは、助ける側と助けを求める側

の両方に、同時にブレーキがかかっているという
構造です（図表11）。

助けてほしい人は「迷惑をかけてはいけない」
と遠慮し、声を上げません。助けたい人は「誤解
されないか」とためらい、手を差し伸べません。
一方が動けないことで、もう一方も動きにくくな
る。この連鎖が、共助を止めている構造の中心に
あると考えられます。
こうした相互のブレーキは、放置すればするほ

ど固くなっていく性質を持っていると考えられ

ます。逆に言えば、どちらか一方のブレーキが緩
められれば、もう一方も緩む可能性があります。
では、こうした心理的なブレーキを緩める手が

かりはあるのでしょうか。
調査③では、「困っていそうな人がいるとき、

自らの判断で声をかけるよりも、役割や担当、連
絡先や手順が明確な方が、安心して行動しやすい
と思うか」を尋ねました。その結果、肯定的回答
が54.4％に達し、否定的回答は8.9％に留まりまし
た（図表12）。多くの人は「関わりたくない」ので
はなく、「やり方が見えれば動ける」と感じてい
ることが読み取れます。

さらに重要なのは、心理的なブレーキが強い層
ほど、仕組みへの期待が高いという点です。図表
13（次頁）で示す通り、助けを求めるのをためら
う層、声掛けが誤解されないか不安に感じる層、
トラブル回避で自ら関わりを控えている層のい
ずれも、７～８割前後が「役割・窓口・手順が明
確なら行動しやすい」と回答しています。仕組み
への期待は一部の消極的な層だけの話ではなく、
対人不安が強い人ほど切実に求めているという
構造です。
この傾向は助ける側だけでなく、助けを求める

側にも同様に働いています。「迷惑をかけてはい
けない」とためらう層が同様に仕組みを求めてい
るということは、窓口や手順の整備が、助けを求
める行動そのもののハードルを下げる可能性を
示しています。また、不安が比較的弱い層も４～
５割が仕組みを支持しており、仕組み整備の効果
は地域全体の底上げとして機能しうると考えら
れます。
以上から、共助を止めているのは助ける側・求

める側の双方に働く心理的ブレーキであることが
確認できました。そしてこの相互のブレーキは、
仕組みによって連動して緩む可能性があります。

３．共助の土台－日常の接点と「頼れる人の存在」

２．自助が止まりやすい構造－いくつもの壁が
　 連動する

家族などとの安否確認や集合方法、連絡手段などを決めているか
（%） n=1,000、複数回答

被災直後に最も優先して確保が必要だと思う物資（%） n=1,000、単一回答

日頃から「水・食料などを最低１週間分備蓄」している割合（％） n=1,000、複数回答

0% 25%

21.8
22.0
21.6

52.3
49.6
55.0

50% 75%

集合場所や再会の
手順を決めている

全体（n=1,000）
三重県（n=500）
被災県（n=500）

特に準備は
していない

0％ 25％ 50％ 75％ 100％

その他

食料

飲料水

被災県（n=500）

三重県（n=500）

全体（n=1,000）

47.8

51.4

49.6

16.8

15.6

16.2

35.4

33.0

34.2

0％ 10％ 20％ 30％

被災県（n=500）

三重県（n=500）

全体（n=1,000）

27.6

32.0

29.8

全くない
年数回以下 
月１回程度
週１回以上

25.2

43.6

14.2 （％）
n=500
単一回答

（％）
n=500
単一回答

17.0

0％ 50％ 100％

近所づきあい
週１回未満
（n=374）

近所づきあい
週１回以上
（n=126）

77.0 23.0

32.9 67.1

共助に否定的（n=280）共助に肯定的（n=220）

図表３ 被災時の連絡手段や集合場所

図表５ 普段から家族以外の近隣の人と、どれくらいの
頻度でつながっているか

図表６ 共助と、近所づきあいの関係

図表４ 優先確保物資の認識と対策
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前章までの分析が示すのは、自助・共助ともに、
迷いが出る場面で行動が止まりやすいという共
通の構造です。
自助では期限の見えにくさや手順の分かりにくさ

が、共助では「迷惑」「誤解」「トラブル」を避けたい
という対人不安が、それぞれ行動を遠ざけています。
そして共助における「相互のブレーキ」は、一方が
緩むともう一方も緩む可能性を持っています。
したがって、解決へのヒントは、「もっと頑張

りましょう」「助け合いましょう」という精神論
ではなく、迷いが出る場面でも動ける条件を地域
の中に仕組みとして埋め込むことです。
行動に関する研究知見でも、情報提供だけでは

行動は変わりにくく、具体的な手順や実行のきっ
かけが示されることで初めて行動が促されるこ
とが知られており、本調査の結果はその方向性と
一致しています。
ただし２点補足します。１点目は、「仕組み」と

は新たな大きな事業のことではありません。すで
に地域で動いている組織や活動の中に、迷いを減
らす工夫を１つ加えることが出発点です。２点目
は、本調査が示しているのは仕組みへの期待の高
さであり、それが実際に行動を変えるかは地域で
の試行と検証によって確かめる必要があります。
それらをふまえつつ以下、具体策を４点の提言

として示します（図表14）。提言①②は「やり方が
見えない」という迷いに、提言③は「助けを求め
てよいか」という遠慮に、提言④は「誰に声をか
けるか」という接点の薄さに、それぞれ対応して
います。４つは独立した施策ではなく、相互のブ
レーキを複数の角度から緩める一体の設計です。

提言① 窓口を１つ決めておく－「誰に言えばいい
か」の迷いを減らす

困ったときに最初につまずきやすいのは「誰に
言えばよいか分からない」という点です。「頼れる
窓口」を１つ決めておくことが出発点です。それを
掲示板・回覧・訓練などで繰り返し知らせることで、
いざというときの迷いを減らすことができます。
この窓口は、助ける側だけでなく助けを求める

側にとっても重要です。「ここに連絡すればよい」
という窓口が見えていれば、「迷惑をかけてはい
けない」という遠慮のハードルが下がる可能性が
あります。逆に、助けを必要としている方が声を
上げることは、助ける側にとっても「動いてよい」
という合図になりえます。つまり窓口を１つ決め
ておくことは、相互のブレーキの両方に同時に作
用する仕掛けです。
窓口の人は専門家である必要はなく、「受けて、

つなぐ」役割を担うだけで十分です。例えば、マン
ションなら管理組合を通じて防災担当者を周知し、
戸建て地区なら自治会の班長を窓口として回覧で
繰り返し知らせる、といった形から始められます。

提言② 紙１枚で手順を共有する－「何をすればい
いか」の迷いを減らす

「手順が明確であれば動きやすい」と感じてい
る方は５割を超えています（調査③）。声かけの
文例、安否確認の順番、迷ったときの一言（例：「と
りあえず窓口へ」）、やらないこと（危険箇所への
単独行動など）を紙１枚に集約しておくことが有
効です。
大切なのは「完璧な手順書」ではなく「迷いを

減らすこと」です。「大丈夫ですか？何かお手伝
いできることはありますか？」という一文がある
だけで、声をかける側の緊張は和らぐかもしれま
せん。文例の正確さよりも、「こう言えばいい」と
いう型が手元にあること自体に意味があります。
この「紙１枚」の考え方は、自助の継続にも応

用できます。第２章で見たとおり、自助が止まり
やすい原因の１つは「何をどう確認すればよいか
分かりにくい」「期限がないと後回しになる」と
いう点にありました。例えば、耐震性確認の問い
合わせ先・備蓄の入れ替え時期・家族との集合
場所を１枚にまとめ、年２回の確認日を設けるだ
けでも、「手間の大きさ」と「期限のなさ」という
壁を同時に小さくできる可能性があります。

提言③ 助けを求める合図を作る－「助けを求めて
よいか」の迷いを減らす

「迷惑をかけてはいけない」というためらいが
強い人ほど、声を上げにくく、結果として必要な
支援が届きにくくなる可能性があります。この遠
慮を和らげるには、「助けてほしい」という意思
表示そのものを地域の中で正当化する仕組みが
有効です。
例えば、災害時に玄関先へ「無事です」「助けが

必要です」を示すカードを掲げる方法があります。
助けを求めることが「許可された行動」として目に
見える形になれば、求める側の遠慮も、助ける側の
ためらいも、同時に小さくなる可能性があります。
あわせて、地域でできること・できないことの

範囲や専門機関へのつなぎ先を事前に共有してお
くことで、関わる側の負担感も軽減できます。「こ
こまでが自分の範囲」という境界が見えていれば、
長く関わり続けるための安全策にもなります。

提言④ 軽い接点を日常に置く－「誰に声をかける
か」の迷いを減らす

３章で確認したとおり、週１回以上の接点があ
る層では共助への自信が大きく高まっていまし
た。ただしこの「週１回」は、深い関係を前提と
したものではありません。ごみ出しの際のすれ違
い、掲示板の前での立ち話、防災訓練で名前を呼
び合う機会、こうした小さな積み重ねが非常時に
「あの人に声をかけてみよう」と思えるかどうか
を左右します。
調査②③は、近隣の接点が少ない層が多いこと

を示しています。ただし「もっと深く交流しま
しょう」という呼びかけは現実的ではありませ
ん。目指すのは「関係を深める」ことではなく「接
触の機会を少し増やす」ことです。
回覧を短くする、当番を小さな単位で回す、集

合住宅では「掲示板を見るだけで参加できる安否
確認」を導入するなど、参加の敷居を下げる設計
が考えられます。月１回のミニ点検を仕組みとし
て置く、防災訓練の場を近隣の顔合わせの機会に
使うといった工夫も有効です。

本レポートの提言は、いずれも大きな予算や新
しい組織を前提としていません。自治会の回覧に
１枚加える、防災訓練の冒頭で窓口を１つ紹介す
る、備蓄の確認日を年に２回カレンダーに入れ
る、すでに地域で動いている活動の中に「迷いを
減らす工夫」を１つ埋め込むことが出発点として
考えられます。
一度にすべてを動かす必要はありません。まず

１つ、自分の地域で最も取り組みやすいものから
始めてみること。その小さな一歩が、いざという
ときに「動ける条件」を少しずつ整えていくこと
につながると考えます。
防災の「意識を高める」ことは、もちろん大切

です。しかし意識だけでは行動は続きません。意
識を「仕組み」で支えること。それが、助けたい
人が助けやすく、助けを求めたい人が声を上げや
すい地域をつくる出発点ではないでしょうか。
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（1）広域災害における公助の限界と理解の広がり
南海トラフ地震のような広い範囲が同時に被

災しうる災害について、国や自治体は被害想定の
更新や注意喚起、避難や備えに関する情報発信を
続けています。近年は地震に限らず、豪雨や台風
も含めて「いつ起きても不思議ではない」という
前提で備えを見直す必要性が広く語られるよう
になりました。
実際、広域災害では、道路・通信の混乱、避難

所運営の負荷、人手や物資不足が重なり、災害直
後は行政の支援（公助）が長期にわたり届かない
場面も想定されます。調査②でも、「公助はすぐ
に届かない可能性」を認識している層は７割弱に
及びました。リスクへの理解自体は一定程度広
がっていると言えます。

（2）「分かっている、でも動けない」という現実
しかし理解があることと行動に移せることは

別の問題です。
実施した３つの調査では、対象者や設問が完全

には一致しないにも関わらず、いずれも共通した
傾向が現れました。
それは、防災対策を継続して備えることが出来て

いる層（以下「対策実践層」）が２割前後、関心は
あるが行動が続かない層（以下「一時的関心層」）
が６割前後、関心が薄く行動も少ない層（以下「無
関心層」）が２割前後、という構図です（図表１）※１。

また、この傾向は三重県のみならず、東日本大
震災で特に被害の大きかった宮城県、岩手県にも
共通して見られました。回答者の属性や震災から
の経過年数に差があるため単純な比較には注意が
必要ですが、少なくとも「大きな災害経験があれ
ば防災行動が定着する」とは言い切れない結果で
あり、啓発や体験だけでは「防災対策を続ける」と
いう段階には届きにくいことを示唆しています。

さらに2024年８月に初めて南海トラフ地震臨
時情報（巨大地震注意）が発表された約３ヶ月後
に実施した調査①では、同発表を受けて「新たな
対策を始めた」層が32.4％に及びましたが、その
うち50％が「３か月後には意識・対策が低下した」
という回答結果も得られました。
つまり、注意喚起情報によって防災対策に一時

的に動き出す人は確かに生まれますが、それが習
慣として根づくまでにはまた別の壁がある、とい
う整理ができます。

（3）共助をめぐる認識と実態のズレ
また、災害対応における自助・共助・公助につ

いて、それぞれどれほど重要と思っているかを調
査②で尋ねたところ、「非常に重要」と答えた割
合は公助49.2％、自助42.8％に対し、共助は27.0％
に留まりました。「やや重要」を含めても共助は
68.2％と、３つの中で最も低い水準です（図表２）。

一方、1995年の阪神淡路大震災では、倒壊建
物から生き埋め状態で救出された人のうち、自
力での脱出が34.9％、家族や近隣住民等による
助け合いで救出されたのが62.6％で、救助隊や
その他は2.5％に留まりました（出典：内閣府『平
成26年版 防災白書』）。
実際の災害では公助より共助の方が命を左右す

る場面が多くあります。それにも関わらず、共助
は平時において最も重要性が認識されにくいとい
う点に、認識と実態の大きなズレがあります。

（4）本レポートの焦点
こうした現実を前に、「防災への啓発が足りな

い」「共助の重要性をもっと訴えるべきだ」と言
うことは簡単です。
しかし、防災への関心があっても行動が続かな

い層が全体の約６割を占めるという事実は、意識
の問題ではなく、構造的な要因が背景にある可能
性を示しています。

（4）複数の壁が連動する構造
これらの場面は独立しているわけではありませ
ん。いずれにも共通しているのは、「災害がいつ起
きるか分からない」という前提のもとで、いつま
で対策を続ける必要があるかという期限が設定し
にくい点です。
そのうえで、何から手をつければよいか分からな
い、調べる手順が分かりにくい、家族との相談が必
要になる、続けて管理することが負担になるといっ
た要因が連動することで、「大事だと分かっている」
はずの行動が遠ざかっていく可能性があります。
そして重要なのは、これが怠惰や無関心の問題
ではないという点です。行動科学の知見では、明確
な期限のない課題は後回しにされやすく、「やろう
と思っている」と「実際にやる」の間には大きな隔
たりが生じやすいことが知られています。発生が
予測困難な災害への対策は、まさにその条件を満
たしています。つまり、防災対策が続かないのは
「意識が低い」からではなく、「人が動きにくくなる
条件に該当してしまっているから」と言えます。
では、自助にこうした構造的な壁があるとすれば、
地域で助け合う「共助」はどうでしょうか。実は共
助にも、同じように行動を止めている構造がありま
す。しかも共助の場合は、自助の壁に加えて、人と人
との関わりにまつわる心理的な要因が重なります。
次章ではまず、共助が生まれる土台となる日常
のつながりの現状を確認します。

前章で見たとおり、自助には「手順の見えにく
さ」「一人で完結しにくさ」「管理の手間」加えて
「期限のなさ」など複数の構造的な壁があります。
こうした壁を個人の努力だけで越えるのは容易
ではなく、地域で助け合う「共助」が補完的な役
割を持つ理由もそこにあります。
しかし、その共助は日常の人間関係、つまり「つ
ながり」の上に成り立っています。では、そのつ
ながりは今どのような状態にあるのでしょうか。
調査②では、三重県の20～60代の500名を対象
に、共助や、共助が生まれる土台となる「つなが
り」などをテーマに調査を行いました。本章では
特徴的な回答を紹介します。

（1）近隣との日常の接点の少なさ
まず近所（徒歩10分圏内）の方との関わりの頻
度を尋ねたところ、最も回答が多かったのが「全

くない」で４割を超えました（43.6％）。週１回以
上の交流がある方は全体の約４分の１に留まっ
ています（図表５）。

近所であっても、日常的な接点は決して多くあ
りません。平時に顔や名前が一致しない相手に
は、非常時に声をかけることへの心理的ハードル
が上がります。
そして「もし大きな災害が起きた際、近所の方を

助ける行動を自分は取れると感じるか」について
尋ねると、肯定的回答（そう思う、ややそう思う、以
下同様）は44.0％、否定的回答（あまりそう思わな
い、全くそう思わない、以下同様）も41.8％と拮抗
しました。
しかし近所づきあいが週１回以上ある方に限

ると肯定的回答が約８割（77.0％）に達した一方、
週１回未満の方では約３割（32.9％）に留まり、
否定的回答が約７割に上りました（図表６）。日
常の接点の有無が、共助への意識に大きく関わっ
ていることが見てとれます。

もちろん、現代において「深い近所づきあいを
復活させよう」というのは現実的ではありませ
ん。しかし注目すべきは、ここで言う「接点」が
必ずしも深い関係を意味していない点です。挨拶
や短い立ち話といったごく軽い接点であっても、
いざというときに「声をかけてもよい相手」が頭
に浮かぶかどうかが重要です。顔と名前がかろう
じて一致する程度のつながりでも、非常時には大
きな意味を持つ可能性があります。

そこで本レポートでは、意識や啓発の水準では
なく、自助・共助が機能する条件や構造に着目し、
次の３つの問いを立てます。

①なぜ防災が大切と「分かっている」人でも自
助の行動が続かないのか

②共助が起きにくい背景には、どのような心
理的な構造があるのか

③自助・共助の両方を「機能させる条件」と
して、地域で実装できる具体策は何か

次章以降では、この３つの問いを順に検討します。

なぜ防災が大切だと「分かっている」人でも、自
助行動を「続けられないのか」。本章では調査デー
タをもとに、その構造を確認します。
調査①では、20～60代を対象に、三重県500名お

よび東日本大震災での被害が大きかった宮城県・
岩手県に250名ずつ、合計1,000名に普段の備えな
どについて調査を実施しました。　
その結果から見えてきたのは、単一の原因では

なく、複数の要因が連動して対策が止まりやすく
なっているという構造でした。

（1）「調べる」で止まる：耐震性の把握
まず、自宅の耐震性の把握・家具の固定・ハ
ザードマップの確認など、建物崩壊への対策に
ついて尋ねたところ、そもそも「耐震性を把握
していない」層が全体の37.8％（三重県37.0％）
に上りました。しかもその内訳を見ると、その
うちの58.7％が防災に一定の関心を持つ一時的
関心層でした。
建物崩壊は過去の震災においても主な死因と

言われていますが、一時的関心層も含めて耐震
性の把握が進まない背景には、そもそも耐震性
をどう確認すればよいか分かりにくい、確認の
手続きが手間に感じる、といった壁が最初の一
歩を遠ざけていると考えられます。「大切だとは
思っているが、手順が見えないから手が止まる」
という止まり方です。

（2）「決める」で止まる：家族との連絡手段・集
合場所
大きな災害は都合よく家族と共にいる時に起
きるとは限りません。むしろ別々にいる際に発生

することも十分に想定されます。
しかし実際のところ、集合場所や再会の手順を

事前に決めている層は21.8％（三重県22.0％）に
留まり、52.3％（三重県49.6％）が「特に準備はし
ていない」と回答しました（図表３）。加えて特に
準備していない層のうち、９割弱が一時的関心層
と無関心層で占められています。

家族内での合意形成が必要な話題、とりわけ災
害のような将来のネガティブな事態を想定する
話し合いは、日常の中では持ち出しにくく、後回
しにされやすい傾向があります。「一人では決め
られない」という構造が、自助への行動を止めて
いる可能性があります。

（3）「管理する」で止まる：備蓄の継続
被災直後に「最も優先して確保が必要な物資」
として挙げられたのは飲料水と食料で、その割合
は65.8％（三重県67.0％）に達しました。
しかし別の設問では、実際に「水や食料を最低

１週間分備蓄している」と答えたのは29.8％（三
重県32.0％）に留まっています（図表４）。

こちらも重要と認識しているが行動が伴って
いない典型的な例です。備蓄は始めるだけでな
く、消費期限の確認や定期的な入れ替えが必要で
あり、「継続管理」の負担が行動を止めている可
能性があります。

社会学の知見では、こうした薄いつながりが情
報や支援の「橋渡し」になりうることが指摘され
ています※2。災害時の声掛けや安否確認において
も、この「軽い橋渡し」が機能する場面は十分に
考えられます。

（2）「頼れる人がいない」層の存在
続いて、共助の土台を別の視点から確認しま
す。同居家族以外で頼れる人がいるかについて、
複数選択で尋ねたところ、「頼れる人はいない」
と回答した人が34.0％存在しました（図表７）。

別居の家族・親族が44.4％と最も多い一方、近
隣の人は15.4％に留まっています。日常の接点が
少ないことは、「いざというときに誰を頼ればよ
いか分からない」という形で災害時に孤立する可
能性もあります。
 つまり、共助の土台には、日常の接点の少なさ
と、同居家族以外に頼れる人が見えにくいという
２つの課題が少なくとも重なっています。
ただしこれは、共助の「外側の壁」にすぎませ
ん。接点があったとしても、人は必ずしも助け合
えるとは限りません。では、人々の行動をさらに
止めている「内側の壁」とは何か。次章ではその
構造を見ていきます。

本章では三重県の20～60代の495名に行った調査
③をもとに、その「内側の壁」の構造を見ていきます。
調査③も扱うテーマは共助が中心ですが、調査
②と異なり、助ける側だけでなく、助けを求める
側の心理にも注目しました。

（1）助けを求める側の遠慮
まず自らが助けを求める声を挙げられるかに
ついて「災害時など困った際、近所の人（徒歩５
分圏内）に助けを求められるか」を尋ねたところ、

肯定的回答36.4％、否定的回答26.4％で「どちら
ともいえない」が37.2％でした。
さらに災害時に自ら助けを求める際に「迷惑を

かけてはいけない」と感じて助けを求めることを
ためらうか、という設問には47.7％が肯定的な回
答をしました（図表８）。

認識と行動のギャップの背景には「迷惑をかけ
られない」という、ためらいの心理が働いている
可能性が読み取れます。防災研究では、支援を「受
ける力」（受援力）も共助の重要な一面とされて
いますが、この「遠慮」がその力を弱めている可
能性があります。
つまり「助けてほしい」と感じている人ほど、

声を上げにくいという、日本社会において根深い
「人に迷惑をかけてはいけない」という規範が、
災害という非常時にまで持ち込まれている可能
性を示す結果とも言えます。

（2）助ける側のためらい
一方、助ける側にもブレーキが見られました。

困っている人に対して声をかける際に「意図と違っ
て受け取られたり、後で面倒になったりしないか
気になる」という誤解への不安について尋ねたと
ころ、42.8％が肯定的回答をしました（図表９）。

さらに「本当はもう少し地域の人と関わっても
よいと思っていても、トラブル回避で自ら関わり
を控えている」に肯定的に回答した方も39.8％に
上りました（図表10）。

つまり、関わりたくないのではなく、誤解やト
ラブルへの不安が行動を引き留めている、という
ことが、いずれも４割前後の規模で見られまし
た。共助が機能しにくい背景は「迷惑をかけたく
ない、誤解されたくない」という対人不安にある
可能性が、これらの結果から示されています。

（3）「相互のブレーキ」－そして仕組みという手
がかり
ここで重要なのは、助ける側と助けを求める側

の両方に、同時にブレーキがかかっているという
構造です（図表11）。

助けてほしい人は「迷惑をかけてはいけない」
と遠慮し、声を上げません。助けたい人は「誤解
されないか」とためらい、手を差し伸べません。
一方が動けないことで、もう一方も動きにくくな
る。この連鎖が、共助を止めている構造の中心に
あると考えられます。
こうした相互のブレーキは、放置すればするほ

ど固くなっていく性質を持っていると考えられ

ます。逆に言えば、どちらか一方のブレーキが緩
められれば、もう一方も緩む可能性があります。
では、こうした心理的なブレーキを緩める手が

かりはあるのでしょうか。
調査③では、「困っていそうな人がいるとき、

自らの判断で声をかけるよりも、役割や担当、連
絡先や手順が明確な方が、安心して行動しやすい
と思うか」を尋ねました。その結果、肯定的回答
が54.4％に達し、否定的回答は8.9％に留まりまし
た（図表12）。多くの人は「関わりたくない」ので
はなく、「やり方が見えれば動ける」と感じてい
ることが読み取れます。

さらに重要なのは、心理的なブレーキが強い層
ほど、仕組みへの期待が高いという点です。図表
13（次頁）で示す通り、助けを求めるのをためら
う層、声掛けが誤解されないか不安に感じる層、
トラブル回避で自ら関わりを控えている層のい
ずれも、７～８割前後が「役割・窓口・手順が明
確なら行動しやすい」と回答しています。仕組み
への期待は一部の消極的な層だけの話ではなく、
対人不安が強い人ほど切実に求めているという
構造です。
この傾向は助ける側だけでなく、助けを求める

側にも同様に働いています。「迷惑をかけてはい
けない」とためらう層が同様に仕組みを求めてい
るということは、窓口や手順の整備が、助けを求
める行動そのもののハードルを下げる可能性を
示しています。また、不安が比較的弱い層も４～
５割が仕組みを支持しており、仕組み整備の効果
は地域全体の底上げとして機能しうると考えら
れます。
以上から、共助を止めているのは助ける側・求

める側の双方に働く心理的ブレーキであることが
確認できました。そしてこの相互のブレーキは、
仕組みによって連動して緩む可能性があります。

３．共助の土台－日常の接点と「頼れる人の存在」

２．自助が止まりやすい構造－いくつもの壁が
　 連動する
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図表３ 被災時の連絡手段や集合場所

図表５ 普段から家族以外の近隣の人と、どれくらいの
頻度でつながっているか

図表６ 共助と、近所づきあいの関係

図表４ 優先確保物資の認識と対策
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前章までの分析が示すのは、自助・共助ともに、
迷いが出る場面で行動が止まりやすいという共
通の構造です。
自助では期限の見えにくさや手順の分かりにくさ

が、共助では「迷惑」「誤解」「トラブル」を避けたい
という対人不安が、それぞれ行動を遠ざけています。
そして共助における「相互のブレーキ」は、一方が
緩むともう一方も緩む可能性を持っています。
したがって、解決へのヒントは、「もっと頑張

りましょう」「助け合いましょう」という精神論
ではなく、迷いが出る場面でも動ける条件を地域
の中に仕組みとして埋め込むことです。
行動に関する研究知見でも、情報提供だけでは

行動は変わりにくく、具体的な手順や実行のきっ
かけが示されることで初めて行動が促されるこ
とが知られており、本調査の結果はその方向性と
一致しています。
ただし２点補足します。１点目は、「仕組み」と

は新たな大きな事業のことではありません。すで
に地域で動いている組織や活動の中に、迷いを減
らす工夫を１つ加えることが出発点です。２点目
は、本調査が示しているのは仕組みへの期待の高
さであり、それが実際に行動を変えるかは地域で
の試行と検証によって確かめる必要があります。
それらをふまえつつ以下、具体策を４点の提言

として示します（図表14）。提言①②は「やり方が
見えない」という迷いに、提言③は「助けを求め
てよいか」という遠慮に、提言④は「誰に声をか
けるか」という接点の薄さに、それぞれ対応して
います。４つは独立した施策ではなく、相互のブ
レーキを複数の角度から緩める一体の設計です。

提言① 窓口を１つ決めておく－「誰に言えばいい
か」の迷いを減らす

困ったときに最初につまずきやすいのは「誰に
言えばよいか分からない」という点です。「頼れる
窓口」を１つ決めておくことが出発点です。それを
掲示板・回覧・訓練などで繰り返し知らせることで、
いざというときの迷いを減らすことができます。
この窓口は、助ける側だけでなく助けを求める

側にとっても重要です。「ここに連絡すればよい」
という窓口が見えていれば、「迷惑をかけてはい
けない」という遠慮のハードルが下がる可能性が
あります。逆に、助けを必要としている方が声を
上げることは、助ける側にとっても「動いてよい」
という合図になりえます。つまり窓口を１つ決め
ておくことは、相互のブレーキの両方に同時に作
用する仕掛けです。
窓口の人は専門家である必要はなく、「受けて、

つなぐ」役割を担うだけで十分です。例えば、マン
ションなら管理組合を通じて防災担当者を周知し、
戸建て地区なら自治会の班長を窓口として回覧で
繰り返し知らせる、といった形から始められます。

提言② 紙１枚で手順を共有する－「何をすればい
いか」の迷いを減らす

「手順が明確であれば動きやすい」と感じてい
る方は５割を超えています（調査③）。声かけの
文例、安否確認の順番、迷ったときの一言（例：「と
りあえず窓口へ」）、やらないこと（危険箇所への
単独行動など）を紙１枚に集約しておくことが有
効です。
大切なのは「完璧な手順書」ではなく「迷いを

減らすこと」です。「大丈夫ですか？何かお手伝
いできることはありますか？」という一文がある
だけで、声をかける側の緊張は和らぐかもしれま
せん。文例の正確さよりも、「こう言えばいい」と
いう型が手元にあること自体に意味があります。
この「紙１枚」の考え方は、自助の継続にも応

用できます。第２章で見たとおり、自助が止まり
やすい原因の１つは「何をどう確認すればよいか
分かりにくい」「期限がないと後回しになる」と
いう点にありました。例えば、耐震性確認の問い
合わせ先・備蓄の入れ替え時期・家族との集合
場所を１枚にまとめ、年２回の確認日を設けるだ
けでも、「手間の大きさ」と「期限のなさ」という
壁を同時に小さくできる可能性があります。

提言③ 助けを求める合図を作る－「助けを求めて
よいか」の迷いを減らす

「迷惑をかけてはいけない」というためらいが
強い人ほど、声を上げにくく、結果として必要な
支援が届きにくくなる可能性があります。この遠
慮を和らげるには、「助けてほしい」という意思
表示そのものを地域の中で正当化する仕組みが
有効です。
例えば、災害時に玄関先へ「無事です」「助けが

必要です」を示すカードを掲げる方法があります。
助けを求めることが「許可された行動」として目に
見える形になれば、求める側の遠慮も、助ける側の
ためらいも、同時に小さくなる可能性があります。
あわせて、地域でできること・できないことの

範囲や専門機関へのつなぎ先を事前に共有してお
くことで、関わる側の負担感も軽減できます。「こ
こまでが自分の範囲」という境界が見えていれば、
長く関わり続けるための安全策にもなります。

提言④ 軽い接点を日常に置く－「誰に声をかける
か」の迷いを減らす

３章で確認したとおり、週１回以上の接点があ
る層では共助への自信が大きく高まっていまし
た。ただしこの「週１回」は、深い関係を前提と
したものではありません。ごみ出しの際のすれ違
い、掲示板の前での立ち話、防災訓練で名前を呼
び合う機会、こうした小さな積み重ねが非常時に
「あの人に声をかけてみよう」と思えるかどうか
を左右します。
調査②③は、近隣の接点が少ない層が多いこと

を示しています。ただし「もっと深く交流しま
しょう」という呼びかけは現実的ではありませ
ん。目指すのは「関係を深める」ことではなく「接
触の機会を少し増やす」ことです。
回覧を短くする、当番を小さな単位で回す、集

合住宅では「掲示板を見るだけで参加できる安否
確認」を導入するなど、参加の敷居を下げる設計
が考えられます。月１回のミニ点検を仕組みとし
て置く、防災訓練の場を近隣の顔合わせの機会に
使うといった工夫も有効です。

本レポートの提言は、いずれも大きな予算や新
しい組織を前提としていません。自治会の回覧に
１枚加える、防災訓練の冒頭で窓口を１つ紹介す
る、備蓄の確認日を年に２回カレンダーに入れ
る、すでに地域で動いている活動の中に「迷いを
減らす工夫」を１つ埋め込むことが出発点として
考えられます。
一度にすべてを動かす必要はありません。まず

１つ、自分の地域で最も取り組みやすいものから
始めてみること。その小さな一歩が、いざという
ときに「動ける条件」を少しずつ整えていくこと
につながると考えます。
防災の「意識を高める」ことは、もちろん大切

です。しかし意識だけでは行動は続きません。意
識を「仕組み」で支えること。それが、助けたい
人が助けやすく、助けを求めたい人が声を上げや
すい地域をつくる出発点ではないでしょうか。

三十三総研 調査部 主任研究員　松田 拓

（1）広域災害における公助の限界と理解の広がり
南海トラフ地震のような広い範囲が同時に被

災しうる災害について、国や自治体は被害想定の
更新や注意喚起、避難や備えに関する情報発信を
続けています。近年は地震に限らず、豪雨や台風
も含めて「いつ起きても不思議ではない」という
前提で備えを見直す必要性が広く語られるよう
になりました。
実際、広域災害では、道路・通信の混乱、避難

所運営の負荷、人手や物資不足が重なり、災害直
後は行政の支援（公助）が長期にわたり届かない
場面も想定されます。調査②でも、「公助はすぐ
に届かない可能性」を認識している層は７割弱に
及びました。リスクへの理解自体は一定程度広
がっていると言えます。

（2）「分かっている、でも動けない」という現実
しかし理解があることと行動に移せることは

別の問題です。
実施した３つの調査では、対象者や設問が完全

には一致しないにも関わらず、いずれも共通した
傾向が現れました。
それは、防災対策を継続して備えることが出来て

いる層（以下「対策実践層」）が２割前後、関心は
あるが行動が続かない層（以下「一時的関心層」）
が６割前後、関心が薄く行動も少ない層（以下「無
関心層」）が２割前後、という構図です（図表１）※１。

また、この傾向は三重県のみならず、東日本大
震災で特に被害の大きかった宮城県、岩手県にも
共通して見られました。回答者の属性や震災から
の経過年数に差があるため単純な比較には注意が
必要ですが、少なくとも「大きな災害経験があれ
ば防災行動が定着する」とは言い切れない結果で
あり、啓発や体験だけでは「防災対策を続ける」と
いう段階には届きにくいことを示唆しています。

さらに2024年８月に初めて南海トラフ地震臨
時情報（巨大地震注意）が発表された約３ヶ月後
に実施した調査①では、同発表を受けて「新たな
対策を始めた」層が32.4％に及びましたが、その
うち50％が「３か月後には意識・対策が低下した」
という回答結果も得られました。
つまり、注意喚起情報によって防災対策に一時

的に動き出す人は確かに生まれますが、それが習
慣として根づくまでにはまた別の壁がある、とい
う整理ができます。

（3）共助をめぐる認識と実態のズレ
また、災害対応における自助・共助・公助につ

いて、それぞれどれほど重要と思っているかを調
査②で尋ねたところ、「非常に重要」と答えた割
合は公助49.2％、自助42.8％に対し、共助は27.0％
に留まりました。「やや重要」を含めても共助は
68.2％と、３つの中で最も低い水準です（図表２）。

一方、1995年の阪神淡路大震災では、倒壊建
物から生き埋め状態で救出された人のうち、自
力での脱出が34.9％、家族や近隣住民等による
助け合いで救出されたのが62.6％で、救助隊や
その他は2.5％に留まりました（出典：内閣府『平
成26年版 防災白書』）。
実際の災害では公助より共助の方が命を左右す

る場面が多くあります。それにも関わらず、共助
は平時において最も重要性が認識されにくいとい
う点に、認識と実態の大きなズレがあります。

（4）本レポートの焦点
こうした現実を前に、「防災への啓発が足りな

い」「共助の重要性をもっと訴えるべきだ」と言
うことは簡単です。
しかし、防災への関心があっても行動が続かな

い層が全体の約６割を占めるという事実は、意識
の問題ではなく、構造的な要因が背景にある可能
性を示しています。

（4）複数の壁が連動する構造
これらの場面は独立しているわけではありませ
ん。いずれにも共通しているのは、「災害がいつ起
きるか分からない」という前提のもとで、いつま
で対策を続ける必要があるかという期限が設定し
にくい点です。
そのうえで、何から手をつければよいか分からな
い、調べる手順が分かりにくい、家族との相談が必
要になる、続けて管理することが負担になるといっ
た要因が連動することで、「大事だと分かっている」
はずの行動が遠ざかっていく可能性があります。
そして重要なのは、これが怠惰や無関心の問題
ではないという点です。行動科学の知見では、明確
な期限のない課題は後回しにされやすく、「やろう
と思っている」と「実際にやる」の間には大きな隔
たりが生じやすいことが知られています。発生が
予測困難な災害への対策は、まさにその条件を満
たしています。つまり、防災対策が続かないのは
「意識が低い」からではなく、「人が動きにくくなる
条件に該当してしまっているから」と言えます。
では、自助にこうした構造的な壁があるとすれば、
地域で助け合う「共助」はどうでしょうか。実は共
助にも、同じように行動を止めている構造がありま
す。しかも共助の場合は、自助の壁に加えて、人と人
との関わりにまつわる心理的な要因が重なります。
次章ではまず、共助が生まれる土台となる日常
のつながりの現状を確認します。

前章で見たとおり、自助には「手順の見えにく
さ」「一人で完結しにくさ」「管理の手間」加えて
「期限のなさ」など複数の構造的な壁があります。
こうした壁を個人の努力だけで越えるのは容易
ではなく、地域で助け合う「共助」が補完的な役
割を持つ理由もそこにあります。
しかし、その共助は日常の人間関係、つまり「つ
ながり」の上に成り立っています。では、そのつ
ながりは今どのような状態にあるのでしょうか。
調査②では、三重県の20～60代の500名を対象
に、共助や、共助が生まれる土台となる「つなが
り」などをテーマに調査を行いました。本章では
特徴的な回答を紹介します。

（1）近隣との日常の接点の少なさ
まず近所（徒歩10分圏内）の方との関わりの頻
度を尋ねたところ、最も回答が多かったのが「全

くない」で４割を超えました（43.6％）。週１回以
上の交流がある方は全体の約４分の１に留まっ
ています（図表５）。

近所であっても、日常的な接点は決して多くあ
りません。平時に顔や名前が一致しない相手に
は、非常時に声をかけることへの心理的ハードル
が上がります。
そして「もし大きな災害が起きた際、近所の方を

助ける行動を自分は取れると感じるか」について
尋ねると、肯定的回答（そう思う、ややそう思う、以
下同様）は44.0％、否定的回答（あまりそう思わな
い、全くそう思わない、以下同様）も41.8％と拮抗
しました。
しかし近所づきあいが週１回以上ある方に限

ると肯定的回答が約８割（77.0％）に達した一方、
週１回未満の方では約３割（32.9％）に留まり、
否定的回答が約７割に上りました（図表６）。日
常の接点の有無が、共助への意識に大きく関わっ
ていることが見てとれます。

もちろん、現代において「深い近所づきあいを
復活させよう」というのは現実的ではありませ
ん。しかし注目すべきは、ここで言う「接点」が
必ずしも深い関係を意味していない点です。挨拶
や短い立ち話といったごく軽い接点であっても、
いざというときに「声をかけてもよい相手」が頭
に浮かぶかどうかが重要です。顔と名前がかろう
じて一致する程度のつながりでも、非常時には大
きな意味を持つ可能性があります。

そこで本レポートでは、意識や啓発の水準では
なく、自助・共助が機能する条件や構造に着目し、
次の３つの問いを立てます。

①なぜ防災が大切と「分かっている」人でも自
助の行動が続かないのか

②共助が起きにくい背景には、どのような心
理的な構造があるのか

③自助・共助の両方を「機能させる条件」と
して、地域で実装できる具体策は何か

次章以降では、この３つの問いを順に検討します。

なぜ防災が大切だと「分かっている」人でも、自
助行動を「続けられないのか」。本章では調査デー
タをもとに、その構造を確認します。
調査①では、20～60代を対象に、三重県500名お

よび東日本大震災での被害が大きかった宮城県・
岩手県に250名ずつ、合計1,000名に普段の備えな
どについて調査を実施しました。　
その結果から見えてきたのは、単一の原因では

なく、複数の要因が連動して対策が止まりやすく
なっているという構造でした。

（1）「調べる」で止まる：耐震性の把握
まず、自宅の耐震性の把握・家具の固定・ハ

ザードマップの確認など、建物崩壊への対策に
ついて尋ねたところ、そもそも「耐震性を把握
していない」層が全体の37.8％（三重県37.0％）
に上りました。しかもその内訳を見ると、その
うちの58.7％が防災に一定の関心を持つ一時的
関心層でした。
建物崩壊は過去の震災においても主な死因と

言われていますが、一時的関心層も含めて耐震
性の把握が進まない背景には、そもそも耐震性
をどう確認すればよいか分かりにくい、確認の
手続きが手間に感じる、といった壁が最初の一
歩を遠ざけていると考えられます。「大切だとは
思っているが、手順が見えないから手が止まる」
という止まり方です。

（2）「決める」で止まる：家族との連絡手段・集
合場所
大きな災害は都合よく家族と共にいる時に起

きるとは限りません。むしろ別々にいる際に発生

することも十分に想定されます。
しかし実際のところ、集合場所や再会の手順を
事前に決めている層は21.8％（三重県22.0％）に
留まり、52.3％（三重県49.6％）が「特に準備はし
ていない」と回答しました（図表３）。加えて特に
準備していない層のうち、９割弱が一時的関心層
と無関心層で占められています。

家族内での合意形成が必要な話題、とりわけ災
害のような将来のネガティブな事態を想定する
話し合いは、日常の中では持ち出しにくく、後回
しにされやすい傾向があります。「一人では決め
られない」という構造が、自助への行動を止めて
いる可能性があります。

（3）「管理する」で止まる：備蓄の継続
被災直後に「最も優先して確保が必要な物資」
として挙げられたのは飲料水と食料で、その割合
は65.8％（三重県67.0％）に達しました。
しかし別の設問では、実際に「水や食料を最低
１週間分備蓄している」と答えたのは29.8％（三
重県32.0％）に留まっています（図表４）。

こちらも重要と認識しているが行動が伴って
いない典型的な例です。備蓄は始めるだけでな
く、消費期限の確認や定期的な入れ替えが必要で
あり、「継続管理」の負担が行動を止めている可
能性があります。

社会学の知見では、こうした薄いつながりが情
報や支援の「橋渡し」になりうることが指摘され
ています※2。災害時の声掛けや安否確認において
も、この「軽い橋渡し」が機能する場面は十分に
考えられます。

（2）「頼れる人がいない」層の存在
続いて、共助の土台を別の視点から確認しま

す。同居家族以外で頼れる人がいるかについて、
複数選択で尋ねたところ、「頼れる人はいない」
と回答した人が34.0％存在しました（図表７）。

別居の家族・親族が44.4％と最も多い一方、近
隣の人は15.4％に留まっています。日常の接点が
少ないことは、「いざというときに誰を頼ればよ
いか分からない」という形で災害時に孤立する可
能性もあります。
 つまり、共助の土台には、日常の接点の少なさ

と、同居家族以外に頼れる人が見えにくいという
２つの課題が少なくとも重なっています。
ただしこれは、共助の「外側の壁」にすぎませ

ん。接点があったとしても、人は必ずしも助け合
えるとは限りません。では、人々の行動をさらに
止めている「内側の壁」とは何か。次章ではその
構造を見ていきます。

本章では三重県の20～60代の495名に行った調査
③をもとに、その「内側の壁」の構造を見ていきます。
調査③も扱うテーマは共助が中心ですが、調査

②と異なり、助ける側だけでなく、助けを求める
側の心理にも注目しました。

（1）助けを求める側の遠慮
まず自らが助けを求める声を挙げられるかに

ついて「災害時など困った際、近所の人（徒歩５
分圏内）に助けを求められるか」を尋ねたところ、

肯定的回答36.4％、否定的回答26.4％で「どちら
ともいえない」が37.2％でした。
さらに災害時に自ら助けを求める際に「迷惑を

かけてはいけない」と感じて助けを求めることを
ためらうか、という設問には47.7％が肯定的な回
答をしました（図表８）。

認識と行動のギャップの背景には「迷惑をかけ
られない」という、ためらいの心理が働いている
可能性が読み取れます。防災研究では、支援を「受
ける力」（受援力）も共助の重要な一面とされて
いますが、この「遠慮」がその力を弱めている可
能性があります。
つまり「助けてほしい」と感じている人ほど、

声を上げにくいという、日本社会において根深い
「人に迷惑をかけてはいけない」という規範が、
災害という非常時にまで持ち込まれている可能
性を示す結果とも言えます。

（2）助ける側のためらい
一方、助ける側にもブレーキが見られました。

困っている人に対して声をかける際に「意図と違っ
て受け取られたり、後で面倒になったりしないか
気になる」という誤解への不安について尋ねたと
ころ、42.8％が肯定的回答をしました（図表９）。

さらに「本当はもう少し地域の人と関わっても
よいと思っていても、トラブル回避で自ら関わり
を控えている」に肯定的に回答した方も39.8％に
上りました（図表10）。

つまり、関わりたくないのではなく、誤解やト
ラブルへの不安が行動を引き留めている、という
ことが、いずれも４割前後の規模で見られまし
た。共助が機能しにくい背景は「迷惑をかけたく
ない、誤解されたくない」という対人不安にある
可能性が、これらの結果から示されています。

（3）「相互のブレーキ」－そして仕組みという手
がかり
ここで重要なのは、助ける側と助けを求める側
の両方に、同時にブレーキがかかっているという
構造です（図表11）。

助けてほしい人は「迷惑をかけてはいけない」
と遠慮し、声を上げません。助けたい人は「誤解
されないか」とためらい、手を差し伸べません。
一方が動けないことで、もう一方も動きにくくな
る。この連鎖が、共助を止めている構造の中心に
あると考えられます。
こうした相互のブレーキは、放置すればするほ
ど固くなっていく性質を持っていると考えられ

ます。逆に言えば、どちらか一方のブレーキが緩
められれば、もう一方も緩む可能性があります。
では、こうした心理的なブレーキを緩める手が
かりはあるのでしょうか。
調査③では、「困っていそうな人がいるとき、
自らの判断で声をかけるよりも、役割や担当、連
絡先や手順が明確な方が、安心して行動しやすい
と思うか」を尋ねました。その結果、肯定的回答
が54.4％に達し、否定的回答は8.9％に留まりまし
た（図表12）。多くの人は「関わりたくない」ので
はなく、「やり方が見えれば動ける」と感じてい
ることが読み取れます。

さらに重要なのは、心理的なブレーキが強い層
ほど、仕組みへの期待が高いという点です。図表
13（次頁）で示す通り、助けを求めるのをためら
う層、声掛けが誤解されないか不安に感じる層、
トラブル回避で自ら関わりを控えている層のい
ずれも、７～８割前後が「役割・窓口・手順が明
確なら行動しやすい」と回答しています。仕組み
への期待は一部の消極的な層だけの話ではなく、
対人不安が強い人ほど切実に求めているという
構造です。
この傾向は助ける側だけでなく、助けを求める
側にも同様に働いています。「迷惑をかけてはい
けない」とためらう層が同様に仕組みを求めてい
るということは、窓口や手順の整備が、助けを求
める行動そのもののハードルを下げる可能性を
示しています。また、不安が比較的弱い層も４～
５割が仕組みを支持しており、仕組み整備の効果
は地域全体の底上げとして機能しうると考えら
れます。
以上から、共助を止めているのは助ける側・求
める側の双方に働く心理的ブレーキであることが
確認できました。そしてこの相互のブレーキは、
仕組みによって連動して緩む可能性があります。

４．共助を止めている「相互のブレーキ」

※２　社会学者Granovetter（1973）が提唱した「弱い紐帯（ちゅうたい）の強さ」として知られる知見。親密な関係よりも、顔見知り程度の薄いつながりの方が、異なる情報や支援を
届ける「橋渡し」として機能しやすいとされる。
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前章までの分析が示すのは、自助・共助ともに、
迷いが出る場面で行動が止まりやすいという共
通の構造です。
自助では期限の見えにくさや手順の分かりにくさ
が、共助では「迷惑」「誤解」「トラブル」を避けたい
という対人不安が、それぞれ行動を遠ざけています。
そして共助における「相互のブレーキ」は、一方が
緩むともう一方も緩む可能性を持っています。
したがって、解決へのヒントは、「もっと頑張
りましょう」「助け合いましょう」という精神論
ではなく、迷いが出る場面でも動ける条件を地域
の中に仕組みとして埋め込むことです。
行動に関する研究知見でも、情報提供だけでは

行動は変わりにくく、具体的な手順や実行のきっ
かけが示されることで初めて行動が促されるこ
とが知られており、本調査の結果はその方向性と
一致しています。
ただし２点補足します。１点目は、「仕組み」と

は新たな大きな事業のことではありません。すで
に地域で動いている組織や活動の中に、迷いを減
らす工夫を１つ加えることが出発点です。２点目
は、本調査が示しているのは仕組みへの期待の高
さであり、それが実際に行動を変えるかは地域で
の試行と検証によって確かめる必要があります。
それらをふまえつつ以下、具体策を４点の提言

として示します（図表14）。提言①②は「やり方が
見えない」という迷いに、提言③は「助けを求め
てよいか」という遠慮に、提言④は「誰に声をか
けるか」という接点の薄さに、それぞれ対応して
います。４つは独立した施策ではなく、相互のブ
レーキを複数の角度から緩める一体の設計です。

提言① 窓口を１つ決めておく－「誰に言えばいい
か」の迷いを減らす

困ったときに最初につまずきやすいのは「誰に
言えばよいか分からない」という点です。「頼れる
窓口」を１つ決めておくことが出発点です。それを
掲示板・回覧・訓練などで繰り返し知らせることで、
いざというときの迷いを減らすことができます。
この窓口は、助ける側だけでなく助けを求める

側にとっても重要です。「ここに連絡すればよい」
という窓口が見えていれば、「迷惑をかけてはい
けない」という遠慮のハードルが下がる可能性が
あります。逆に、助けを必要としている方が声を
上げることは、助ける側にとっても「動いてよい」
という合図になりえます。つまり窓口を１つ決め
ておくことは、相互のブレーキの両方に同時に作
用する仕掛けです。
窓口の人は専門家である必要はなく、「受けて、

つなぐ」役割を担うだけで十分です。例えば、マン
ションなら管理組合を通じて防災担当者を周知し、
戸建て地区なら自治会の班長を窓口として回覧で
繰り返し知らせる、といった形から始められます。

提言② 紙１枚で手順を共有する－「何をすればい
いか」の迷いを減らす

「手順が明確であれば動きやすい」と感じてい
る方は５割を超えています（調査③）。声かけの
文例、安否確認の順番、迷ったときの一言（例：「と
りあえず窓口へ」）、やらないこと（危険箇所への
単独行動など）を紙１枚に集約しておくことが有
効です。
大切なのは「完璧な手順書」ではなく「迷いを

減らすこと」です。「大丈夫ですか？何かお手伝
いできることはありますか？」という一文がある
だけで、声をかける側の緊張は和らぐかもしれま
せん。文例の正確さよりも、「こう言えばいい」と
いう型が手元にあること自体に意味があります。
この「紙１枚」の考え方は、自助の継続にも応

用できます。第２章で見たとおり、自助が止まり
やすい原因の１つは「何をどう確認すればよいか
分かりにくい」「期限がないと後回しになる」と
いう点にありました。例えば、耐震性確認の問い
合わせ先・備蓄の入れ替え時期・家族との集合
場所を１枚にまとめ、年２回の確認日を設けるだ
けでも、「手間の大きさ」と「期限のなさ」という
壁を同時に小さくできる可能性があります。

提言③ 助けを求める合図を作る－「助けを求めて
よいか」の迷いを減らす

「迷惑をかけてはいけない」というためらいが
強い人ほど、声を上げにくく、結果として必要な
支援が届きにくくなる可能性があります。この遠
慮を和らげるには、「助けてほしい」という意思
表示そのものを地域の中で正当化する仕組みが
有効です。
例えば、災害時に玄関先へ「無事です」「助けが

必要です」を示すカードを掲げる方法があります。
助けを求めることが「許可された行動」として目に
見える形になれば、求める側の遠慮も、助ける側の
ためらいも、同時に小さくなる可能性があります。
あわせて、地域でできること・できないことの

範囲や専門機関へのつなぎ先を事前に共有してお
くことで、関わる側の負担感も軽減できます。「こ
こまでが自分の範囲」という境界が見えていれば、
長く関わり続けるための安全策にもなります。

提言④ 軽い接点を日常に置く－「誰に声をかける
か」の迷いを減らす

３章で確認したとおり、週１回以上の接点があ
る層では共助への自信が大きく高まっていまし
た。ただしこの「週１回」は、深い関係を前提と
したものではありません。ごみ出しの際のすれ違
い、掲示板の前での立ち話、防災訓練で名前を呼
び合う機会、こうした小さな積み重ねが非常時に
「あの人に声をかけてみよう」と思えるかどうか
を左右します。
調査②③は、近隣の接点が少ない層が多いこと

を示しています。ただし「もっと深く交流しま
しょう」という呼びかけは現実的ではありませ
ん。目指すのは「関係を深める」ことではなく「接
触の機会を少し増やす」ことです。
回覧を短くする、当番を小さな単位で回す、集

合住宅では「掲示板を見るだけで参加できる安否
確認」を導入するなど、参加の敷居を下げる設計
が考えられます。月１回のミニ点検を仕組みとし
て置く、防災訓練の場を近隣の顔合わせの機会に
使うといった工夫も有効です。

本レポートの提言は、いずれも大きな予算や新
しい組織を前提としていません。自治会の回覧に
１枚加える、防災訓練の冒頭で窓口を１つ紹介す
る、備蓄の確認日を年に２回カレンダーに入れ
る、すでに地域で動いている活動の中に「迷いを
減らす工夫」を１つ埋め込むことが出発点として
考えられます。
一度にすべてを動かす必要はありません。まず

１つ、自分の地域で最も取り組みやすいものから
始めてみること。その小さな一歩が、いざという
ときに「動ける条件」を少しずつ整えていくこと
につながると考えます。
防災の「意識を高める」ことは、もちろん大切

です。しかし意識だけでは行動は続きません。意
識を「仕組み」で支えること。それが、助けたい
人が助けやすく、助けを求めたい人が声を上げや
すい地域をつくる出発点ではないでしょうか。

三十三総研 調査部 主任研究員　松田 拓

（1）広域災害における公助の限界と理解の広がり
南海トラフ地震のような広い範囲が同時に被

災しうる災害について、国や自治体は被害想定の
更新や注意喚起、避難や備えに関する情報発信を
続けています。近年は地震に限らず、豪雨や台風
も含めて「いつ起きても不思議ではない」という
前提で備えを見直す必要性が広く語られるよう
になりました。
実際、広域災害では、道路・通信の混乱、避難

所運営の負荷、人手や物資不足が重なり、災害直
後は行政の支援（公助）が長期にわたり届かない
場面も想定されます。調査②でも、「公助はすぐ
に届かない可能性」を認識している層は７割弱に
及びました。リスクへの理解自体は一定程度広
がっていると言えます。

（2）「分かっている、でも動けない」という現実
しかし理解があることと行動に移せることは

別の問題です。
実施した３つの調査では、対象者や設問が完全

には一致しないにも関わらず、いずれも共通した
傾向が現れました。
それは、防災対策を継続して備えることが出来て

いる層（以下「対策実践層」）が２割前後、関心は
あるが行動が続かない層（以下「一時的関心層」）
が６割前後、関心が薄く行動も少ない層（以下「無
関心層」）が２割前後、という構図です（図表１）※１。

また、この傾向は三重県のみならず、東日本大
震災で特に被害の大きかった宮城県、岩手県にも
共通して見られました。回答者の属性や震災から
の経過年数に差があるため単純な比較には注意が
必要ですが、少なくとも「大きな災害経験があれ
ば防災行動が定着する」とは言い切れない結果で
あり、啓発や体験だけでは「防災対策を続ける」と
いう段階には届きにくいことを示唆しています。

さらに2024年８月に初めて南海トラフ地震臨
時情報（巨大地震注意）が発表された約３ヶ月後
に実施した調査①では、同発表を受けて「新たな
対策を始めた」層が32.4％に及びましたが、その
うち50％が「３か月後には意識・対策が低下した」
という回答結果も得られました。
つまり、注意喚起情報によって防災対策に一時

的に動き出す人は確かに生まれますが、それが習
慣として根づくまでにはまた別の壁がある、とい
う整理ができます。

（3）共助をめぐる認識と実態のズレ
また、災害対応における自助・共助・公助につ

いて、それぞれどれほど重要と思っているかを調
査②で尋ねたところ、「非常に重要」と答えた割
合は公助49.2％、自助42.8％に対し、共助は27.0％
に留まりました。「やや重要」を含めても共助は
68.2％と、３つの中で最も低い水準です（図表２）。

一方、1995年の阪神淡路大震災では、倒壊建
物から生き埋め状態で救出された人のうち、自
力での脱出が34.9％、家族や近隣住民等による
助け合いで救出されたのが62.6％で、救助隊や
その他は2.5％に留まりました（出典：内閣府『平
成26年版 防災白書』）。
実際の災害では公助より共助の方が命を左右す

る場面が多くあります。それにも関わらず、共助
は平時において最も重要性が認識されにくいとい
う点に、認識と実態の大きなズレがあります。

（4）本レポートの焦点
こうした現実を前に、「防災への啓発が足りな

い」「共助の重要性をもっと訴えるべきだ」と言
うことは簡単です。
しかし、防災への関心があっても行動が続かな

い層が全体の約６割を占めるという事実は、意識
の問題ではなく、構造的な要因が背景にある可能
性を示しています。

（4）複数の壁が連動する構造
これらの場面は独立しているわけではありませ

ん。いずれにも共通しているのは、「災害がいつ起
きるか分からない」という前提のもとで、いつま
で対策を続ける必要があるかという期限が設定し
にくい点です。
そのうえで、何から手をつければよいか分からな

い、調べる手順が分かりにくい、家族との相談が必
要になる、続けて管理することが負担になるといっ
た要因が連動することで、「大事だと分かっている」
はずの行動が遠ざかっていく可能性があります。
そして重要なのは、これが怠惰や無関心の問題

ではないという点です。行動科学の知見では、明確
な期限のない課題は後回しにされやすく、「やろう
と思っている」と「実際にやる」の間には大きな隔
たりが生じやすいことが知られています。発生が
予測困難な災害への対策は、まさにその条件を満
たしています。つまり、防災対策が続かないのは
「意識が低い」からではなく、「人が動きにくくなる
条件に該当してしまっているから」と言えます。
では、自助にこうした構造的な壁があるとすれば、

地域で助け合う「共助」はどうでしょうか。実は共
助にも、同じように行動を止めている構造がありま
す。しかも共助の場合は、自助の壁に加えて、人と人
との関わりにまつわる心理的な要因が重なります。
次章ではまず、共助が生まれる土台となる日常

のつながりの現状を確認します。

前章で見たとおり、自助には「手順の見えにく
さ」「一人で完結しにくさ」「管理の手間」加えて
「期限のなさ」など複数の構造的な壁があります。
こうした壁を個人の努力だけで越えるのは容易
ではなく、地域で助け合う「共助」が補完的な役
割を持つ理由もそこにあります。
しかし、その共助は日常の人間関係、つまり「つ

ながり」の上に成り立っています。では、そのつ
ながりは今どのような状態にあるのでしょうか。
調査②では、三重県の20～60代の500名を対象

に、共助や、共助が生まれる土台となる「つなが
り」などをテーマに調査を行いました。本章では
特徴的な回答を紹介します。

（1）近隣との日常の接点の少なさ
まず近所（徒歩10分圏内）の方との関わりの頻

度を尋ねたところ、最も回答が多かったのが「全

くない」で４割を超えました（43.6％）。週１回以
上の交流がある方は全体の約４分の１に留まっ
ています（図表５）。

近所であっても、日常的な接点は決して多くあ
りません。平時に顔や名前が一致しない相手に
は、非常時に声をかけることへの心理的ハードル
が上がります。
そして「もし大きな災害が起きた際、近所の方を
助ける行動を自分は取れると感じるか」について
尋ねると、肯定的回答（そう思う、ややそう思う、以
下同様）は44.0％、否定的回答（あまりそう思わな
い、全くそう思わない、以下同様）も41.8％と拮抗
しました。
しかし近所づきあいが週１回以上ある方に限
ると肯定的回答が約８割（77.0％）に達した一方、
週１回未満の方では約３割（32.9％）に留まり、
否定的回答が約７割に上りました（図表６）。日
常の接点の有無が、共助への意識に大きく関わっ
ていることが見てとれます。

もちろん、現代において「深い近所づきあいを
復活させよう」というのは現実的ではありませ
ん。しかし注目すべきは、ここで言う「接点」が
必ずしも深い関係を意味していない点です。挨拶
や短い立ち話といったごく軽い接点であっても、
いざというときに「声をかけてもよい相手」が頭
に浮かぶかどうかが重要です。顔と名前がかろう
じて一致する程度のつながりでも、非常時には大
きな意味を持つ可能性があります。

そこで本レポートでは、意識や啓発の水準では
なく、自助・共助が機能する条件や構造に着目し、
次の３つの問いを立てます。

①なぜ防災が大切と「分かっている」人でも自
助の行動が続かないのか

②共助が起きにくい背景には、どのような心
理的な構造があるのか

③自助・共助の両方を「機能させる条件」と
して、地域で実装できる具体策は何か

次章以降では、この３つの問いを順に検討します。

なぜ防災が大切だと「分かっている」人でも、自
助行動を「続けられないのか」。本章では調査デー
タをもとに、その構造を確認します。
調査①では、20～60代を対象に、三重県500名お

よび東日本大震災での被害が大きかった宮城県・
岩手県に250名ずつ、合計1,000名に普段の備えな
どについて調査を実施しました。　
その結果から見えてきたのは、単一の原因では

なく、複数の要因が連動して対策が止まりやすく
なっているという構造でした。

（1）「調べる」で止まる：耐震性の把握
まず、自宅の耐震性の把握・家具の固定・ハ

ザードマップの確認など、建物崩壊への対策に
ついて尋ねたところ、そもそも「耐震性を把握
していない」層が全体の37.8％（三重県37.0％）
に上りました。しかもその内訳を見ると、その
うちの58.7％が防災に一定の関心を持つ一時的
関心層でした。
建物崩壊は過去の震災においても主な死因と

言われていますが、一時的関心層も含めて耐震
性の把握が進まない背景には、そもそも耐震性
をどう確認すればよいか分かりにくい、確認の
手続きが手間に感じる、といった壁が最初の一
歩を遠ざけていると考えられます。「大切だとは
思っているが、手順が見えないから手が止まる」
という止まり方です。

（2）「決める」で止まる：家族との連絡手段・集
合場所
大きな災害は都合よく家族と共にいる時に起

きるとは限りません。むしろ別々にいる際に発生

することも十分に想定されます。
しかし実際のところ、集合場所や再会の手順を

事前に決めている層は21.8％（三重県22.0％）に
留まり、52.3％（三重県49.6％）が「特に準備はし
ていない」と回答しました（図表３）。加えて特に
準備していない層のうち、９割弱が一時的関心層
と無関心層で占められています。

家族内での合意形成が必要な話題、とりわけ災
害のような将来のネガティブな事態を想定する
話し合いは、日常の中では持ち出しにくく、後回
しにされやすい傾向があります。「一人では決め
られない」という構造が、自助への行動を止めて
いる可能性があります。

（3）「管理する」で止まる：備蓄の継続
被災直後に「最も優先して確保が必要な物資」

として挙げられたのは飲料水と食料で、その割合
は65.8％（三重県67.0％）に達しました。
しかし別の設問では、実際に「水や食料を最低

１週間分備蓄している」と答えたのは29.8％（三
重県32.0％）に留まっています（図表４）。

こちらも重要と認識しているが行動が伴って
いない典型的な例です。備蓄は始めるだけでな
く、消費期限の確認や定期的な入れ替えが必要で
あり、「継続管理」の負担が行動を止めている可
能性があります。

社会学の知見では、こうした薄いつながりが情
報や支援の「橋渡し」になりうることが指摘され
ています※2。災害時の声掛けや安否確認において
も、この「軽い橋渡し」が機能する場面は十分に
考えられます。

（2）「頼れる人がいない」層の存在
続いて、共助の土台を別の視点から確認しま

す。同居家族以外で頼れる人がいるかについて、
複数選択で尋ねたところ、「頼れる人はいない」
と回答した人が34.0％存在しました（図表７）。

別居の家族・親族が44.4％と最も多い一方、近
隣の人は15.4％に留まっています。日常の接点が
少ないことは、「いざというときに誰を頼ればよ
いか分からない」という形で災害時に孤立する可
能性もあります。
 つまり、共助の土台には、日常の接点の少なさ

と、同居家族以外に頼れる人が見えにくいという
２つの課題が少なくとも重なっています。
ただしこれは、共助の「外側の壁」にすぎませ

ん。接点があったとしても、人は必ずしも助け合
えるとは限りません。では、人々の行動をさらに
止めている「内側の壁」とは何か。次章ではその
構造を見ていきます。

本章では三重県の20～60代の495名に行った調査
③をもとに、その「内側の壁」の構造を見ていきます。
調査③も扱うテーマは共助が中心ですが、調査
②と異なり、助ける側だけでなく、助けを求める
側の心理にも注目しました。

（1）助けを求める側の遠慮
まず自らが助けを求める声を挙げられるかに

ついて「災害時など困った際、近所の人（徒歩５
分圏内）に助けを求められるか」を尋ねたところ、

肯定的回答36.4％、否定的回答26.4％で「どちら
ともいえない」が37.2％でした。
さらに災害時に自ら助けを求める際に「迷惑を

かけてはいけない」と感じて助けを求めることを
ためらうか、という設問には47.7％が肯定的な回
答をしました（図表８）。

認識と行動のギャップの背景には「迷惑をかけ
られない」という、ためらいの心理が働いている
可能性が読み取れます。防災研究では、支援を「受
ける力」（受援力）も共助の重要な一面とされて
いますが、この「遠慮」がその力を弱めている可
能性があります。
つまり「助けてほしい」と感じている人ほど、

声を上げにくいという、日本社会において根深い
「人に迷惑をかけてはいけない」という規範が、
災害という非常時にまで持ち込まれている可能
性を示す結果とも言えます。

（2）助ける側のためらい
一方、助ける側にもブレーキが見られました。
困っている人に対して声をかける際に「意図と違っ
て受け取られたり、後で面倒になったりしないか
気になる」という誤解への不安について尋ねたと
ころ、42.8％が肯定的回答をしました（図表９）。

さらに「本当はもう少し地域の人と関わっても
よいと思っていても、トラブル回避で自ら関わり
を控えている」に肯定的に回答した方も39.8％に
上りました（図表10）。

つまり、関わりたくないのではなく、誤解やト
ラブルへの不安が行動を引き留めている、という
ことが、いずれも４割前後の規模で見られまし
た。共助が機能しにくい背景は「迷惑をかけたく
ない、誤解されたくない」という対人不安にある
可能性が、これらの結果から示されています。

（3）「相互のブレーキ」－そして仕組みという手
がかり
ここで重要なのは、助ける側と助けを求める側
の両方に、同時にブレーキがかかっているという
構造です（図表11）。

助けてほしい人は「迷惑をかけてはいけない」
と遠慮し、声を上げません。助けたい人は「誤解
されないか」とためらい、手を差し伸べません。
一方が動けないことで、もう一方も動きにくくな
る。この連鎖が、共助を止めている構造の中心に
あると考えられます。
こうした相互のブレーキは、放置すればするほ
ど固くなっていく性質を持っていると考えられ

ます。逆に言えば、どちらか一方のブレーキが緩
められれば、もう一方も緩む可能性があります。
では、こうした心理的なブレーキを緩める手が

かりはあるのでしょうか。
調査③では、「困っていそうな人がいるとき、

自らの判断で声をかけるよりも、役割や担当、連
絡先や手順が明確な方が、安心して行動しやすい
と思うか」を尋ねました。その結果、肯定的回答
が54.4％に達し、否定的回答は8.9％に留まりまし
た（図表12）。多くの人は「関わりたくない」ので
はなく、「やり方が見えれば動ける」と感じてい
ることが読み取れます。

さらに重要なのは、心理的なブレーキが強い層
ほど、仕組みへの期待が高いという点です。図表
13（次頁）で示す通り、助けを求めるのをためら
う層、声掛けが誤解されないか不安に感じる層、
トラブル回避で自ら関わりを控えている層のい
ずれも、７～８割前後が「役割・窓口・手順が明
確なら行動しやすい」と回答しています。仕組み
への期待は一部の消極的な層だけの話ではなく、
対人不安が強い人ほど切実に求めているという
構造です。
この傾向は助ける側だけでなく、助けを求める

側にも同様に働いています。「迷惑をかけてはい
けない」とためらう層が同様に仕組みを求めてい
るということは、窓口や手順の整備が、助けを求
める行動そのもののハードルを下げる可能性を
示しています。また、不安が比較的弱い層も４～
５割が仕組みを支持しており、仕組み整備の効果
は地域全体の底上げとして機能しうると考えら
れます。
以上から、共助を止めているのは助ける側・求

める側の双方に働く心理的ブレーキであることが
確認できました。そしてこの相互のブレーキは、
仕組みによって連動して緩む可能性があります。

４．共助を止めている「相互のブレーキ」

※２　社会学者Granovetter（1973）が提唱した「弱い紐帯（ちゅうたい）の強さ」として知られる知見。親密な関係よりも、顔見知り程度の薄いつながりの方が、異なる情報や支援を
届ける「橋渡し」として機能しやすいとされる。
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前章までの分析が示すのは、自助・共助ともに、
迷いが出る場面で行動が止まりやすいという共
通の構造です。
自助では期限の見えにくさや手順の分かりにくさ

が、共助では「迷惑」「誤解」「トラブル」を避けたい
という対人不安が、それぞれ行動を遠ざけています。
そして共助における「相互のブレーキ」は、一方が
緩むともう一方も緩む可能性を持っています。
したがって、解決へのヒントは、「もっと頑張

りましょう」「助け合いましょう」という精神論
ではなく、迷いが出る場面でも動ける条件を地域
の中に仕組みとして埋め込むことです。
行動に関する研究知見でも、情報提供だけでは

行動は変わりにくく、具体的な手順や実行のきっ
かけが示されることで初めて行動が促されるこ
とが知られており、本調査の結果はその方向性と
一致しています。
ただし２点補足します。１点目は、「仕組み」と

は新たな大きな事業のことではありません。すで
に地域で動いている組織や活動の中に、迷いを減
らす工夫を１つ加えることが出発点です。２点目
は、本調査が示しているのは仕組みへの期待の高
さであり、それが実際に行動を変えるかは地域で
の試行と検証によって確かめる必要があります。
それらをふまえつつ以下、具体策を４点の提言

として示します（図表14）。提言①②は「やり方が
見えない」という迷いに、提言③は「助けを求め
てよいか」という遠慮に、提言④は「誰に声をか
けるか」という接点の薄さに、それぞれ対応して
います。４つは独立した施策ではなく、相互のブ
レーキを複数の角度から緩める一体の設計です。

提言① 窓口を１つ決めておく－「誰に言えばいい
か」の迷いを減らす

困ったときに最初につまずきやすいのは「誰に
言えばよいか分からない」という点です。「頼れる
窓口」を１つ決めておくことが出発点です。それを
掲示板・回覧・訓練などで繰り返し知らせることで、
いざというときの迷いを減らすことができます。
この窓口は、助ける側だけでなく助けを求める

側にとっても重要です。「ここに連絡すればよい」
という窓口が見えていれば、「迷惑をかけてはい
けない」という遠慮のハードルが下がる可能性が
あります。逆に、助けを必要としている方が声を
上げることは、助ける側にとっても「動いてよい」
という合図になりえます。つまり窓口を１つ決め
ておくことは、相互のブレーキの両方に同時に作
用する仕掛けです。
窓口の人は専門家である必要はなく、「受けて、

つなぐ」役割を担うだけで十分です。例えば、マン
ションなら管理組合を通じて防災担当者を周知し、
戸建て地区なら自治会の班長を窓口として回覧で
繰り返し知らせる、といった形から始められます。

提言② 紙１枚で手順を共有する－「何をすればい
いか」の迷いを減らす

「手順が明確であれば動きやすい」と感じてい
る方は５割を超えています（調査③）。声かけの
文例、安否確認の順番、迷ったときの一言（例：「と
りあえず窓口へ」）、やらないこと（危険箇所への
単独行動など）を紙１枚に集約しておくことが有
効です。
大切なのは「完璧な手順書」ではなく「迷いを
減らすこと」です。「大丈夫ですか？何かお手伝
いできることはありますか？」という一文がある
だけで、声をかける側の緊張は和らぐかもしれま
せん。文例の正確さよりも、「こう言えばいい」と
いう型が手元にあること自体に意味があります。
この「紙１枚」の考え方は、自助の継続にも応
用できます。第２章で見たとおり、自助が止まり
やすい原因の１つは「何をどう確認すればよいか
分かりにくい」「期限がないと後回しになる」と
いう点にありました。例えば、耐震性確認の問い
合わせ先・備蓄の入れ替え時期・家族との集合
場所を１枚にまとめ、年２回の確認日を設けるだ
けでも、「手間の大きさ」と「期限のなさ」という
壁を同時に小さくできる可能性があります。

提言③ 助けを求める合図を作る－「助けを求めて
よいか」の迷いを減らす

「迷惑をかけてはいけない」というためらいが
強い人ほど、声を上げにくく、結果として必要な
支援が届きにくくなる可能性があります。この遠
慮を和らげるには、「助けてほしい」という意思
表示そのものを地域の中で正当化する仕組みが
有効です。
例えば、災害時に玄関先へ「無事です」「助けが
必要です」を示すカードを掲げる方法があります。
助けを求めることが「許可された行動」として目に
見える形になれば、求める側の遠慮も、助ける側の
ためらいも、同時に小さくなる可能性があります。
あわせて、地域でできること・できないことの
範囲や専門機関へのつなぎ先を事前に共有してお
くことで、関わる側の負担感も軽減できます。「こ
こまでが自分の範囲」という境界が見えていれば、
長く関わり続けるための安全策にもなります。

提言④ 軽い接点を日常に置く－「誰に声をかける
か」の迷いを減らす

３章で確認したとおり、週１回以上の接点があ
る層では共助への自信が大きく高まっていまし
た。ただしこの「週１回」は、深い関係を前提と
したものではありません。ごみ出しの際のすれ違
い、掲示板の前での立ち話、防災訓練で名前を呼
び合う機会、こうした小さな積み重ねが非常時に
「あの人に声をかけてみよう」と思えるかどうか
を左右します。
調査②③は、近隣の接点が少ない層が多いこと
を示しています。ただし「もっと深く交流しま
しょう」という呼びかけは現実的ではありませ
ん。目指すのは「関係を深める」ことではなく「接
触の機会を少し増やす」ことです。
回覧を短くする、当番を小さな単位で回す、集
合住宅では「掲示板を見るだけで参加できる安否
確認」を導入するなど、参加の敷居を下げる設計
が考えられます。月１回のミニ点検を仕組みとし
て置く、防災訓練の場を近隣の顔合わせの機会に
使うといった工夫も有効です。

本レポートの提言は、いずれも大きな予算や新
しい組織を前提としていません。自治会の回覧に
１枚加える、防災訓練の冒頭で窓口を１つ紹介す
る、備蓄の確認日を年に２回カレンダーに入れ
る、すでに地域で動いている活動の中に「迷いを
減らす工夫」を１つ埋め込むことが出発点として
考えられます。
一度にすべてを動かす必要はありません。まず
１つ、自分の地域で最も取り組みやすいものから
始めてみること。その小さな一歩が、いざという
ときに「動ける条件」を少しずつ整えていくこと
につながると考えます。
防災の「意識を高める」ことは、もちろん大切
です。しかし意識だけでは行動は続きません。意
識を「仕組み」で支えること。それが、助けたい
人が助けやすく、助けを求めたい人が声を上げや
すい地域をつくる出発点ではないでしょうか。
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（1）広域災害における公助の限界と理解の広がり
南海トラフ地震のような広い範囲が同時に被

災しうる災害について、国や自治体は被害想定の
更新や注意喚起、避難や備えに関する情報発信を
続けています。近年は地震に限らず、豪雨や台風
も含めて「いつ起きても不思議ではない」という
前提で備えを見直す必要性が広く語られるよう
になりました。
実際、広域災害では、道路・通信の混乱、避難

所運営の負荷、人手や物資不足が重なり、災害直
後は行政の支援（公助）が長期にわたり届かない
場面も想定されます。調査②でも、「公助はすぐ
に届かない可能性」を認識している層は７割弱に
及びました。リスクへの理解自体は一定程度広
がっていると言えます。

（2）「分かっている、でも動けない」という現実
しかし理解があることと行動に移せることは

別の問題です。
実施した３つの調査では、対象者や設問が完全

には一致しないにも関わらず、いずれも共通した
傾向が現れました。
それは、防災対策を継続して備えることが出来て

いる層（以下「対策実践層」）が２割前後、関心は
あるが行動が続かない層（以下「一時的関心層」）
が６割前後、関心が薄く行動も少ない層（以下「無
関心層」）が２割前後、という構図です（図表１）※１。

また、この傾向は三重県のみならず、東日本大
震災で特に被害の大きかった宮城県、岩手県にも
共通して見られました。回答者の属性や震災から
の経過年数に差があるため単純な比較には注意が
必要ですが、少なくとも「大きな災害経験があれ
ば防災行動が定着する」とは言い切れない結果で
あり、啓発や体験だけでは「防災対策を続ける」と
いう段階には届きにくいことを示唆しています。

さらに2024年８月に初めて南海トラフ地震臨
時情報（巨大地震注意）が発表された約３ヶ月後
に実施した調査①では、同発表を受けて「新たな
対策を始めた」層が32.4％に及びましたが、その
うち50％が「３か月後には意識・対策が低下した」
という回答結果も得られました。
つまり、注意喚起情報によって防災対策に一時

的に動き出す人は確かに生まれますが、それが習
慣として根づくまでにはまた別の壁がある、とい
う整理ができます。

（3）共助をめぐる認識と実態のズレ
また、災害対応における自助・共助・公助につ

いて、それぞれどれほど重要と思っているかを調
査②で尋ねたところ、「非常に重要」と答えた割
合は公助49.2％、自助42.8％に対し、共助は27.0％
に留まりました。「やや重要」を含めても共助は
68.2％と、３つの中で最も低い水準です（図表２）。

一方、1995年の阪神淡路大震災では、倒壊建
物から生き埋め状態で救出された人のうち、自
力での脱出が34.9％、家族や近隣住民等による
助け合いで救出されたのが62.6％で、救助隊や
その他は2.5％に留まりました（出典：内閣府『平
成26年版 防災白書』）。
実際の災害では公助より共助の方が命を左右す

る場面が多くあります。それにも関わらず、共助
は平時において最も重要性が認識されにくいとい
う点に、認識と実態の大きなズレがあります。

（4）本レポートの焦点
こうした現実を前に、「防災への啓発が足りな

い」「共助の重要性をもっと訴えるべきだ」と言
うことは簡単です。
しかし、防災への関心があっても行動が続かな

い層が全体の約６割を占めるという事実は、意識
の問題ではなく、構造的な要因が背景にある可能
性を示しています。

（4）複数の壁が連動する構造
これらの場面は独立しているわけではありませ

ん。いずれにも共通しているのは、「災害がいつ起
きるか分からない」という前提のもとで、いつま
で対策を続ける必要があるかという期限が設定し
にくい点です。
そのうえで、何から手をつければよいか分からな

い、調べる手順が分かりにくい、家族との相談が必
要になる、続けて管理することが負担になるといっ
た要因が連動することで、「大事だと分かっている」
はずの行動が遠ざかっていく可能性があります。
そして重要なのは、これが怠惰や無関心の問題

ではないという点です。行動科学の知見では、明確
な期限のない課題は後回しにされやすく、「やろう
と思っている」と「実際にやる」の間には大きな隔
たりが生じやすいことが知られています。発生が
予測困難な災害への対策は、まさにその条件を満
たしています。つまり、防災対策が続かないのは
「意識が低い」からではなく、「人が動きにくくなる
条件に該当してしまっているから」と言えます。
では、自助にこうした構造的な壁があるとすれば、

地域で助け合う「共助」はどうでしょうか。実は共
助にも、同じように行動を止めている構造がありま
す。しかも共助の場合は、自助の壁に加えて、人と人
との関わりにまつわる心理的な要因が重なります。
次章ではまず、共助が生まれる土台となる日常

のつながりの現状を確認します。

前章で見たとおり、自助には「手順の見えにく
さ」「一人で完結しにくさ」「管理の手間」加えて
「期限のなさ」など複数の構造的な壁があります。
こうした壁を個人の努力だけで越えるのは容易
ではなく、地域で助け合う「共助」が補完的な役
割を持つ理由もそこにあります。
しかし、その共助は日常の人間関係、つまり「つ

ながり」の上に成り立っています。では、そのつ
ながりは今どのような状態にあるのでしょうか。
調査②では、三重県の20～60代の500名を対象

に、共助や、共助が生まれる土台となる「つなが
り」などをテーマに調査を行いました。本章では
特徴的な回答を紹介します。

（1）近隣との日常の接点の少なさ
まず近所（徒歩10分圏内）の方との関わりの頻

度を尋ねたところ、最も回答が多かったのが「全

くない」で４割を超えました（43.6％）。週１回以
上の交流がある方は全体の約４分の１に留まっ
ています（図表５）。

近所であっても、日常的な接点は決して多くあ
りません。平時に顔や名前が一致しない相手に
は、非常時に声をかけることへの心理的ハードル
が上がります。
そして「もし大きな災害が起きた際、近所の方を

助ける行動を自分は取れると感じるか」について
尋ねると、肯定的回答（そう思う、ややそう思う、以
下同様）は44.0％、否定的回答（あまりそう思わな
い、全くそう思わない、以下同様）も41.8％と拮抗
しました。
しかし近所づきあいが週１回以上ある方に限

ると肯定的回答が約８割（77.0％）に達した一方、
週１回未満の方では約３割（32.9％）に留まり、
否定的回答が約７割に上りました（図表６）。日
常の接点の有無が、共助への意識に大きく関わっ
ていることが見てとれます。

もちろん、現代において「深い近所づきあいを
復活させよう」というのは現実的ではありませ
ん。しかし注目すべきは、ここで言う「接点」が
必ずしも深い関係を意味していない点です。挨拶
や短い立ち話といったごく軽い接点であっても、
いざというときに「声をかけてもよい相手」が頭
に浮かぶかどうかが重要です。顔と名前がかろう
じて一致する程度のつながりでも、非常時には大
きな意味を持つ可能性があります。

そこで本レポートでは、意識や啓発の水準では
なく、自助・共助が機能する条件や構造に着目し、
次の３つの問いを立てます。

①なぜ防災が大切と「分かっている」人でも自
助の行動が続かないのか

②共助が起きにくい背景には、どのような心
理的な構造があるのか

③自助・共助の両方を「機能させる条件」と
して、地域で実装できる具体策は何か

次章以降では、この３つの問いを順に検討します。

なぜ防災が大切だと「分かっている」人でも、自
助行動を「続けられないのか」。本章では調査デー
タをもとに、その構造を確認します。
調査①では、20～60代を対象に、三重県500名お

よび東日本大震災での被害が大きかった宮城県・
岩手県に250名ずつ、合計1,000名に普段の備えな
どについて調査を実施しました。　
その結果から見えてきたのは、単一の原因では

なく、複数の要因が連動して対策が止まりやすく
なっているという構造でした。

（1）「調べる」で止まる：耐震性の把握
まず、自宅の耐震性の把握・家具の固定・ハ

ザードマップの確認など、建物崩壊への対策に
ついて尋ねたところ、そもそも「耐震性を把握
していない」層が全体の37.8％（三重県37.0％）
に上りました。しかもその内訳を見ると、その
うちの58.7％が防災に一定の関心を持つ一時的
関心層でした。
建物崩壊は過去の震災においても主な死因と

言われていますが、一時的関心層も含めて耐震
性の把握が進まない背景には、そもそも耐震性
をどう確認すればよいか分かりにくい、確認の
手続きが手間に感じる、といった壁が最初の一
歩を遠ざけていると考えられます。「大切だとは
思っているが、手順が見えないから手が止まる」
という止まり方です。

（2）「決める」で止まる：家族との連絡手段・集
合場所
大きな災害は都合よく家族と共にいる時に起

きるとは限りません。むしろ別々にいる際に発生

することも十分に想定されます。
しかし実際のところ、集合場所や再会の手順を

事前に決めている層は21.8％（三重県22.0％）に
留まり、52.3％（三重県49.6％）が「特に準備はし
ていない」と回答しました（図表３）。加えて特に
準備していない層のうち、９割弱が一時的関心層
と無関心層で占められています。

家族内での合意形成が必要な話題、とりわけ災
害のような将来のネガティブな事態を想定する
話し合いは、日常の中では持ち出しにくく、後回
しにされやすい傾向があります。「一人では決め
られない」という構造が、自助への行動を止めて
いる可能性があります。

（3）「管理する」で止まる：備蓄の継続
被災直後に「最も優先して確保が必要な物資」

として挙げられたのは飲料水と食料で、その割合
は65.8％（三重県67.0％）に達しました。
しかし別の設問では、実際に「水や食料を最低

１週間分備蓄している」と答えたのは29.8％（三
重県32.0％）に留まっています（図表４）。

こちらも重要と認識しているが行動が伴って
いない典型的な例です。備蓄は始めるだけでな
く、消費期限の確認や定期的な入れ替えが必要で
あり、「継続管理」の負担が行動を止めている可
能性があります。

社会学の知見では、こうした薄いつながりが情
報や支援の「橋渡し」になりうることが指摘され
ています※2。災害時の声掛けや安否確認において
も、この「軽い橋渡し」が機能する場面は十分に
考えられます。

（2）「頼れる人がいない」層の存在
続いて、共助の土台を別の視点から確認しま

す。同居家族以外で頼れる人がいるかについて、
複数選択で尋ねたところ、「頼れる人はいない」
と回答した人が34.0％存在しました（図表７）。

別居の家族・親族が44.4％と最も多い一方、近
隣の人は15.4％に留まっています。日常の接点が
少ないことは、「いざというときに誰を頼ればよ
いか分からない」という形で災害時に孤立する可
能性もあります。
 つまり、共助の土台には、日常の接点の少なさ

と、同居家族以外に頼れる人が見えにくいという
２つの課題が少なくとも重なっています。
ただしこれは、共助の「外側の壁」にすぎませ

ん。接点があったとしても、人は必ずしも助け合
えるとは限りません。では、人々の行動をさらに
止めている「内側の壁」とは何か。次章ではその
構造を見ていきます。

本章では三重県の20～60代の495名に行った調査
③をもとに、その「内側の壁」の構造を見ていきます。
調査③も扱うテーマは共助が中心ですが、調査

②と異なり、助ける側だけでなく、助けを求める
側の心理にも注目しました。

（1）助けを求める側の遠慮
まず自らが助けを求める声を挙げられるかに

ついて「災害時など困った際、近所の人（徒歩５
分圏内）に助けを求められるか」を尋ねたところ、

肯定的回答36.4％、否定的回答26.4％で「どちら
ともいえない」が37.2％でした。
さらに災害時に自ら助けを求める際に「迷惑を
かけてはいけない」と感じて助けを求めることを
ためらうか、という設問には47.7％が肯定的な回
答をしました（図表８）。

認識と行動のギャップの背景には「迷惑をかけ
られない」という、ためらいの心理が働いている
可能性が読み取れます。防災研究では、支援を「受
ける力」（受援力）も共助の重要な一面とされて
いますが、この「遠慮」がその力を弱めている可
能性があります。
つまり「助けてほしい」と感じている人ほど、
声を上げにくいという、日本社会において根深い
「人に迷惑をかけてはいけない」という規範が、
災害という非常時にまで持ち込まれている可能
性を示す結果とも言えます。

（2）助ける側のためらい
一方、助ける側にもブレーキが見られました。
困っている人に対して声をかける際に「意図と違っ
て受け取られたり、後で面倒になったりしないか
気になる」という誤解への不安について尋ねたと
ころ、42.8％が肯定的回答をしました（図表９）。

さらに「本当はもう少し地域の人と関わっても
よいと思っていても、トラブル回避で自ら関わり
を控えている」に肯定的に回答した方も39.8％に
上りました（図表10）。

つまり、関わりたくないのではなく、誤解やト
ラブルへの不安が行動を引き留めている、という
ことが、いずれも４割前後の規模で見られまし
た。共助が機能しにくい背景は「迷惑をかけたく
ない、誤解されたくない」という対人不安にある
可能性が、これらの結果から示されています。

（3）「相互のブレーキ」－そして仕組みという手
がかり
ここで重要なのは、助ける側と助けを求める側
の両方に、同時にブレーキがかかっているという
構造です（図表11）。

助けてほしい人は「迷惑をかけてはいけない」
と遠慮し、声を上げません。助けたい人は「誤解
されないか」とためらい、手を差し伸べません。
一方が動けないことで、もう一方も動きにくくな
る。この連鎖が、共助を止めている構造の中心に
あると考えられます。
こうした相互のブレーキは、放置すればするほ
ど固くなっていく性質を持っていると考えられ

ます。逆に言えば、どちらか一方のブレーキが緩
められれば、もう一方も緩む可能性があります。
では、こうした心理的なブレーキを緩める手が

かりはあるのでしょうか。
調査③では、「困っていそうな人がいるとき、

自らの判断で声をかけるよりも、役割や担当、連
絡先や手順が明確な方が、安心して行動しやすい
と思うか」を尋ねました。その結果、肯定的回答
が54.4％に達し、否定的回答は8.9％に留まりまし
た（図表12）。多くの人は「関わりたくない」ので
はなく、「やり方が見えれば動ける」と感じてい
ることが読み取れます。

さらに重要なのは、心理的なブレーキが強い層
ほど、仕組みへの期待が高いという点です。図表
13（次頁）で示す通り、助けを求めるのをためら
う層、声掛けが誤解されないか不安に感じる層、
トラブル回避で自ら関わりを控えている層のい
ずれも、７～８割前後が「役割・窓口・手順が明
確なら行動しやすい」と回答しています。仕組み
への期待は一部の消極的な層だけの話ではなく、
対人不安が強い人ほど切実に求めているという
構造です。
この傾向は助ける側だけでなく、助けを求める

側にも同様に働いています。「迷惑をかけてはい
けない」とためらう層が同様に仕組みを求めてい
るということは、窓口や手順の整備が、助けを求
める行動そのもののハードルを下げる可能性を
示しています。また、不安が比較的弱い層も４～
５割が仕組みを支持しており、仕組み整備の効果
は地域全体の底上げとして機能しうると考えら
れます。
以上から、共助を止めているのは助ける側・求

める側の双方に働く心理的ブレーキであることが
確認できました。そしてこの相互のブレーキは、
仕組みによって連動して緩む可能性があります。

６．おわりに

５．示唆と提言－「意識を高める」より「迷いを
　 減らす」

行：災害時など「迷惑をかけてはいけない」と助けを求めるのをためらいそうか
列：役割・窓口・手順が明確なら安心して行動しやすいか

行：人への声掛けや関わりの際、誤解される不安・後で面倒になったりしないか
気にするか

列：役割・窓口・手順が明確なら安心して行動しやすいか

行：本当は関わりたくてもトラブル回避で関わりを控えているか
列：役割・窓口・手順が明確なら安心して行動しやすいか
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図表14 迷いを減らす４つの提言

図表13 共助に関する心理的ブレーキの強さと「仕組みが
あれば動ける」への支持率
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前章までの分析が示すのは、自助・共助ともに、
迷いが出る場面で行動が止まりやすいという共
通の構造です。
自助では期限の見えにくさや手順の分かりにくさ

が、共助では「迷惑」「誤解」「トラブル」を避けたい
という対人不安が、それぞれ行動を遠ざけています。
そして共助における「相互のブレーキ」は、一方が
緩むともう一方も緩む可能性を持っています。
したがって、解決へのヒントは、「もっと頑張

りましょう」「助け合いましょう」という精神論
ではなく、迷いが出る場面でも動ける条件を地域
の中に仕組みとして埋め込むことです。
行動に関する研究知見でも、情報提供だけでは

行動は変わりにくく、具体的な手順や実行のきっ
かけが示されることで初めて行動が促されるこ
とが知られており、本調査の結果はその方向性と
一致しています。
ただし２点補足します。１点目は、「仕組み」と

は新たな大きな事業のことではありません。すで
に地域で動いている組織や活動の中に、迷いを減
らす工夫を１つ加えることが出発点です。２点目
は、本調査が示しているのは仕組みへの期待の高
さであり、それが実際に行動を変えるかは地域で
の試行と検証によって確かめる必要があります。
それらをふまえつつ以下、具体策を４点の提言

として示します（図表14）。提言①②は「やり方が
見えない」という迷いに、提言③は「助けを求め
てよいか」という遠慮に、提言④は「誰に声をか
けるか」という接点の薄さに、それぞれ対応して
います。４つは独立した施策ではなく、相互のブ
レーキを複数の角度から緩める一体の設計です。

提言① 窓口を１つ決めておく－「誰に言えばいい
か」の迷いを減らす

困ったときに最初につまずきやすいのは「誰に
言えばよいか分からない」という点です。「頼れる
窓口」を１つ決めておくことが出発点です。それを
掲示板・回覧・訓練などで繰り返し知らせることで、
いざというときの迷いを減らすことができます。
この窓口は、助ける側だけでなく助けを求める

側にとっても重要です。「ここに連絡すればよい」
という窓口が見えていれば、「迷惑をかけてはい
けない」という遠慮のハードルが下がる可能性が
あります。逆に、助けを必要としている方が声を
上げることは、助ける側にとっても「動いてよい」
という合図になりえます。つまり窓口を１つ決め
ておくことは、相互のブレーキの両方に同時に作
用する仕掛けです。
窓口の人は専門家である必要はなく、「受けて、

つなぐ」役割を担うだけで十分です。例えば、マン
ションなら管理組合を通じて防災担当者を周知し、
戸建て地区なら自治会の班長を窓口として回覧で
繰り返し知らせる、といった形から始められます。

提言② 紙１枚で手順を共有する－「何をすればい
いか」の迷いを減らす

「手順が明確であれば動きやすい」と感じてい
る方は５割を超えています（調査③）。声かけの
文例、安否確認の順番、迷ったときの一言（例：「と
りあえず窓口へ」）、やらないこと（危険箇所への
単独行動など）を紙１枚に集約しておくことが有
効です。
大切なのは「完璧な手順書」ではなく「迷いを
減らすこと」です。「大丈夫ですか？何かお手伝
いできることはありますか？」という一文がある
だけで、声をかける側の緊張は和らぐかもしれま
せん。文例の正確さよりも、「こう言えばいい」と
いう型が手元にあること自体に意味があります。
この「紙１枚」の考え方は、自助の継続にも応
用できます。第２章で見たとおり、自助が止まり
やすい原因の１つは「何をどう確認すればよいか
分かりにくい」「期限がないと後回しになる」と
いう点にありました。例えば、耐震性確認の問い
合わせ先・備蓄の入れ替え時期・家族との集合
場所を１枚にまとめ、年２回の確認日を設けるだ
けでも、「手間の大きさ」と「期限のなさ」という
壁を同時に小さくできる可能性があります。

提言③ 助けを求める合図を作る－「助けを求めて
よいか」の迷いを減らす

「迷惑をかけてはいけない」というためらいが
強い人ほど、声を上げにくく、結果として必要な
支援が届きにくくなる可能性があります。この遠
慮を和らげるには、「助けてほしい」という意思
表示そのものを地域の中で正当化する仕組みが
有効です。
例えば、災害時に玄関先へ「無事です」「助けが
必要です」を示すカードを掲げる方法があります。
助けを求めることが「許可された行動」として目に
見える形になれば、求める側の遠慮も、助ける側の
ためらいも、同時に小さくなる可能性があります。
あわせて、地域でできること・できないことの
範囲や専門機関へのつなぎ先を事前に共有してお
くことで、関わる側の負担感も軽減できます。「こ
こまでが自分の範囲」という境界が見えていれば、
長く関わり続けるための安全策にもなります。

提言④ 軽い接点を日常に置く－「誰に声をかける
か」の迷いを減らす

３章で確認したとおり、週１回以上の接点があ
る層では共助への自信が大きく高まっていまし
た。ただしこの「週１回」は、深い関係を前提と
したものではありません。ごみ出しの際のすれ違
い、掲示板の前での立ち話、防災訓練で名前を呼
び合う機会、こうした小さな積み重ねが非常時に
「あの人に声をかけてみよう」と思えるかどうか
を左右します。
調査②③は、近隣の接点が少ない層が多いこと

を示しています。ただし「もっと深く交流しま
しょう」という呼びかけは現実的ではありませ
ん。目指すのは「関係を深める」ことではなく「接
触の機会を少し増やす」ことです。
回覧を短くする、当番を小さな単位で回す、集

合住宅では「掲示板を見るだけで参加できる安否
確認」を導入するなど、参加の敷居を下げる設計
が考えられます。月１回のミニ点検を仕組みとし
て置く、防災訓練の場を近隣の顔合わせの機会に
使うといった工夫も有効です。

本レポートの提言は、いずれも大きな予算や新
しい組織を前提としていません。自治会の回覧に
１枚加える、防災訓練の冒頭で窓口を１つ紹介す
る、備蓄の確認日を年に２回カレンダーに入れ
る、すでに地域で動いている活動の中に「迷いを
減らす工夫」を１つ埋め込むことが出発点として
考えられます。
一度にすべてを動かす必要はありません。まず

１つ、自分の地域で最も取り組みやすいものから
始めてみること。その小さな一歩が、いざという
ときに「動ける条件」を少しずつ整えていくこと
につながると考えます。
防災の「意識を高める」ことは、もちろん大切

です。しかし意識だけでは行動は続きません。意
識を「仕組み」で支えること。それが、助けたい
人が助けやすく、助けを求めたい人が声を上げや
すい地域をつくる出発点ではないでしょうか。

三十三総研 調査部 主任研究員　松田 拓

（1）広域災害における公助の限界と理解の広がり
南海トラフ地震のような広い範囲が同時に被

災しうる災害について、国や自治体は被害想定の
更新や注意喚起、避難や備えに関する情報発信を
続けています。近年は地震に限らず、豪雨や台風
も含めて「いつ起きても不思議ではない」という
前提で備えを見直す必要性が広く語られるよう
になりました。
実際、広域災害では、道路・通信の混乱、避難

所運営の負荷、人手や物資不足が重なり、災害直
後は行政の支援（公助）が長期にわたり届かない
場面も想定されます。調査②でも、「公助はすぐ
に届かない可能性」を認識している層は７割弱に
及びました。リスクへの理解自体は一定程度広
がっていると言えます。

（2）「分かっている、でも動けない」という現実
しかし理解があることと行動に移せることは

別の問題です。
実施した３つの調査では、対象者や設問が完全

には一致しないにも関わらず、いずれも共通した
傾向が現れました。
それは、防災対策を継続して備えることが出来て

いる層（以下「対策実践層」）が２割前後、関心は
あるが行動が続かない層（以下「一時的関心層」）
が６割前後、関心が薄く行動も少ない層（以下「無
関心層」）が２割前後、という構図です（図表１）※１。

また、この傾向は三重県のみならず、東日本大
震災で特に被害の大きかった宮城県、岩手県にも
共通して見られました。回答者の属性や震災から
の経過年数に差があるため単純な比較には注意が
必要ですが、少なくとも「大きな災害経験があれ
ば防災行動が定着する」とは言い切れない結果で
あり、啓発や体験だけでは「防災対策を続ける」と
いう段階には届きにくいことを示唆しています。

さらに2024年８月に初めて南海トラフ地震臨
時情報（巨大地震注意）が発表された約３ヶ月後
に実施した調査①では、同発表を受けて「新たな
対策を始めた」層が32.4％に及びましたが、その
うち50％が「３か月後には意識・対策が低下した」
という回答結果も得られました。
つまり、注意喚起情報によって防災対策に一時

的に動き出す人は確かに生まれますが、それが習
慣として根づくまでにはまた別の壁がある、とい
う整理ができます。

（3）共助をめぐる認識と実態のズレ
また、災害対応における自助・共助・公助につ

いて、それぞれどれほど重要と思っているかを調
査②で尋ねたところ、「非常に重要」と答えた割
合は公助49.2％、自助42.8％に対し、共助は27.0％
に留まりました。「やや重要」を含めても共助は
68.2％と、３つの中で最も低い水準です（図表２）。

一方、1995年の阪神淡路大震災では、倒壊建
物から生き埋め状態で救出された人のうち、自
力での脱出が34.9％、家族や近隣住民等による
助け合いで救出されたのが62.6％で、救助隊や
その他は2.5％に留まりました（出典：内閣府『平
成26年版 防災白書』）。
実際の災害では公助より共助の方が命を左右す

る場面が多くあります。それにも関わらず、共助
は平時において最も重要性が認識されにくいとい
う点に、認識と実態の大きなズレがあります。

（4）本レポートの焦点
こうした現実を前に、「防災への啓発が足りな

い」「共助の重要性をもっと訴えるべきだ」と言
うことは簡単です。
しかし、防災への関心があっても行動が続かな

い層が全体の約６割を占めるという事実は、意識
の問題ではなく、構造的な要因が背景にある可能
性を示しています。

（4）複数の壁が連動する構造
これらの場面は独立しているわけではありませ

ん。いずれにも共通しているのは、「災害がいつ起
きるか分からない」という前提のもとで、いつま
で対策を続ける必要があるかという期限が設定し
にくい点です。
そのうえで、何から手をつければよいか分からな

い、調べる手順が分かりにくい、家族との相談が必
要になる、続けて管理することが負担になるといっ
た要因が連動することで、「大事だと分かっている」
はずの行動が遠ざかっていく可能性があります。
そして重要なのは、これが怠惰や無関心の問題

ではないという点です。行動科学の知見では、明確
な期限のない課題は後回しにされやすく、「やろう
と思っている」と「実際にやる」の間には大きな隔
たりが生じやすいことが知られています。発生が
予測困難な災害への対策は、まさにその条件を満
たしています。つまり、防災対策が続かないのは
「意識が低い」からではなく、「人が動きにくくなる
条件に該当してしまっているから」と言えます。
では、自助にこうした構造的な壁があるとすれば、

地域で助け合う「共助」はどうでしょうか。実は共
助にも、同じように行動を止めている構造がありま
す。しかも共助の場合は、自助の壁に加えて、人と人
との関わりにまつわる心理的な要因が重なります。
次章ではまず、共助が生まれる土台となる日常

のつながりの現状を確認します。

前章で見たとおり、自助には「手順の見えにく
さ」「一人で完結しにくさ」「管理の手間」加えて
「期限のなさ」など複数の構造的な壁があります。
こうした壁を個人の努力だけで越えるのは容易
ではなく、地域で助け合う「共助」が補完的な役
割を持つ理由もそこにあります。
しかし、その共助は日常の人間関係、つまり「つ

ながり」の上に成り立っています。では、そのつ
ながりは今どのような状態にあるのでしょうか。
調査②では、三重県の20～60代の500名を対象

に、共助や、共助が生まれる土台となる「つなが
り」などをテーマに調査を行いました。本章では
特徴的な回答を紹介します。

（1）近隣との日常の接点の少なさ
まず近所（徒歩10分圏内）の方との関わりの頻

度を尋ねたところ、最も回答が多かったのが「全

くない」で４割を超えました（43.6％）。週１回以
上の交流がある方は全体の約４分の１に留まっ
ています（図表５）。

近所であっても、日常的な接点は決して多くあ
りません。平時に顔や名前が一致しない相手に
は、非常時に声をかけることへの心理的ハードル
が上がります。
そして「もし大きな災害が起きた際、近所の方を

助ける行動を自分は取れると感じるか」について
尋ねると、肯定的回答（そう思う、ややそう思う、以
下同様）は44.0％、否定的回答（あまりそう思わな
い、全くそう思わない、以下同様）も41.8％と拮抗
しました。
しかし近所づきあいが週１回以上ある方に限

ると肯定的回答が約８割（77.0％）に達した一方、
週１回未満の方では約３割（32.9％）に留まり、
否定的回答が約７割に上りました（図表６）。日
常の接点の有無が、共助への意識に大きく関わっ
ていることが見てとれます。

もちろん、現代において「深い近所づきあいを
復活させよう」というのは現実的ではありませ
ん。しかし注目すべきは、ここで言う「接点」が
必ずしも深い関係を意味していない点です。挨拶
や短い立ち話といったごく軽い接点であっても、
いざというときに「声をかけてもよい相手」が頭
に浮かぶかどうかが重要です。顔と名前がかろう
じて一致する程度のつながりでも、非常時には大
きな意味を持つ可能性があります。

そこで本レポートでは、意識や啓発の水準では
なく、自助・共助が機能する条件や構造に着目し、
次の３つの問いを立てます。

①なぜ防災が大切と「分かっている」人でも自
助の行動が続かないのか

②共助が起きにくい背景には、どのような心
理的な構造があるのか

③自助・共助の両方を「機能させる条件」と
して、地域で実装できる具体策は何か

次章以降では、この３つの問いを順に検討します。

なぜ防災が大切だと「分かっている」人でも、自
助行動を「続けられないのか」。本章では調査デー
タをもとに、その構造を確認します。
調査①では、20～60代を対象に、三重県500名お

よび東日本大震災での被害が大きかった宮城県・
岩手県に250名ずつ、合計1,000名に普段の備えな
どについて調査を実施しました。　
その結果から見えてきたのは、単一の原因では

なく、複数の要因が連動して対策が止まりやすく
なっているという構造でした。

（1）「調べる」で止まる：耐震性の把握
まず、自宅の耐震性の把握・家具の固定・ハ

ザードマップの確認など、建物崩壊への対策に
ついて尋ねたところ、そもそも「耐震性を把握
していない」層が全体の37.8％（三重県37.0％）
に上りました。しかもその内訳を見ると、その
うちの58.7％が防災に一定の関心を持つ一時的
関心層でした。
建物崩壊は過去の震災においても主な死因と

言われていますが、一時的関心層も含めて耐震
性の把握が進まない背景には、そもそも耐震性
をどう確認すればよいか分かりにくい、確認の
手続きが手間に感じる、といった壁が最初の一
歩を遠ざけていると考えられます。「大切だとは
思っているが、手順が見えないから手が止まる」
という止まり方です。

（2）「決める」で止まる：家族との連絡手段・集
合場所
大きな災害は都合よく家族と共にいる時に起

きるとは限りません。むしろ別々にいる際に発生

することも十分に想定されます。
しかし実際のところ、集合場所や再会の手順を

事前に決めている層は21.8％（三重県22.0％）に
留まり、52.3％（三重県49.6％）が「特に準備はし
ていない」と回答しました（図表３）。加えて特に
準備していない層のうち、９割弱が一時的関心層
と無関心層で占められています。

家族内での合意形成が必要な話題、とりわけ災
害のような将来のネガティブな事態を想定する
話し合いは、日常の中では持ち出しにくく、後回
しにされやすい傾向があります。「一人では決め
られない」という構造が、自助への行動を止めて
いる可能性があります。

（3）「管理する」で止まる：備蓄の継続
被災直後に「最も優先して確保が必要な物資」

として挙げられたのは飲料水と食料で、その割合
は65.8％（三重県67.0％）に達しました。
しかし別の設問では、実際に「水や食料を最低

１週間分備蓄している」と答えたのは29.8％（三
重県32.0％）に留まっています（図表４）。

こちらも重要と認識しているが行動が伴って
いない典型的な例です。備蓄は始めるだけでな
く、消費期限の確認や定期的な入れ替えが必要で
あり、「継続管理」の負担が行動を止めている可
能性があります。

社会学の知見では、こうした薄いつながりが情
報や支援の「橋渡し」になりうることが指摘され
ています※2。災害時の声掛けや安否確認において
も、この「軽い橋渡し」が機能する場面は十分に
考えられます。

（2）「頼れる人がいない」層の存在
続いて、共助の土台を別の視点から確認しま

す。同居家族以外で頼れる人がいるかについて、
複数選択で尋ねたところ、「頼れる人はいない」
と回答した人が34.0％存在しました（図表７）。

別居の家族・親族が44.4％と最も多い一方、近
隣の人は15.4％に留まっています。日常の接点が
少ないことは、「いざというときに誰を頼ればよ
いか分からない」という形で災害時に孤立する可
能性もあります。
 つまり、共助の土台には、日常の接点の少なさ

と、同居家族以外に頼れる人が見えにくいという
２つの課題が少なくとも重なっています。
ただしこれは、共助の「外側の壁」にすぎませ

ん。接点があったとしても、人は必ずしも助け合
えるとは限りません。では、人々の行動をさらに
止めている「内側の壁」とは何か。次章ではその
構造を見ていきます。

本章では三重県の20～60代の495名に行った調査
③をもとに、その「内側の壁」の構造を見ていきます。
調査③も扱うテーマは共助が中心ですが、調査

②と異なり、助ける側だけでなく、助けを求める
側の心理にも注目しました。

（1）助けを求める側の遠慮
まず自らが助けを求める声を挙げられるかに

ついて「災害時など困った際、近所の人（徒歩５
分圏内）に助けを求められるか」を尋ねたところ、

肯定的回答36.4％、否定的回答26.4％で「どちら
ともいえない」が37.2％でした。
さらに災害時に自ら助けを求める際に「迷惑を

かけてはいけない」と感じて助けを求めることを
ためらうか、という設問には47.7％が肯定的な回
答をしました（図表８）。

認識と行動のギャップの背景には「迷惑をかけ
られない」という、ためらいの心理が働いている
可能性が読み取れます。防災研究では、支援を「受
ける力」（受援力）も共助の重要な一面とされて
いますが、この「遠慮」がその力を弱めている可
能性があります。
つまり「助けてほしい」と感じている人ほど、

声を上げにくいという、日本社会において根深い
「人に迷惑をかけてはいけない」という規範が、
災害という非常時にまで持ち込まれている可能
性を示す結果とも言えます。

（2）助ける側のためらい
一方、助ける側にもブレーキが見られました。

困っている人に対して声をかける際に「意図と違っ
て受け取られたり、後で面倒になったりしないか
気になる」という誤解への不安について尋ねたと
ころ、42.8％が肯定的回答をしました（図表９）。

さらに「本当はもう少し地域の人と関わっても
よいと思っていても、トラブル回避で自ら関わり
を控えている」に肯定的に回答した方も39.8％に
上りました（図表10）。

つまり、関わりたくないのではなく、誤解やト
ラブルへの不安が行動を引き留めている、という
ことが、いずれも４割前後の規模で見られまし
た。共助が機能しにくい背景は「迷惑をかけたく
ない、誤解されたくない」という対人不安にある
可能性が、これらの結果から示されています。

（3）「相互のブレーキ」－そして仕組みという手
がかり
ここで重要なのは、助ける側と助けを求める側

の両方に、同時にブレーキがかかっているという
構造です（図表11）。

助けてほしい人は「迷惑をかけてはいけない」
と遠慮し、声を上げません。助けたい人は「誤解
されないか」とためらい、手を差し伸べません。
一方が動けないことで、もう一方も動きにくくな
る。この連鎖が、共助を止めている構造の中心に
あると考えられます。
こうした相互のブレーキは、放置すればするほ

ど固くなっていく性質を持っていると考えられ

ます。逆に言えば、どちらか一方のブレーキが緩
められれば、もう一方も緩む可能性があります。
では、こうした心理的なブレーキを緩める手が
かりはあるのでしょうか。
調査③では、「困っていそうな人がいるとき、
自らの判断で声をかけるよりも、役割や担当、連
絡先や手順が明確な方が、安心して行動しやすい
と思うか」を尋ねました。その結果、肯定的回答
が54.4％に達し、否定的回答は8.9％に留まりまし
た（図表12）。多くの人は「関わりたくない」ので
はなく、「やり方が見えれば動ける」と感じてい
ることが読み取れます。

さらに重要なのは、心理的なブレーキが強い層
ほど、仕組みへの期待が高いという点です。図表
13（次頁）で示す通り、助けを求めるのをためら
う層、声掛けが誤解されないか不安に感じる層、
トラブル回避で自ら関わりを控えている層のい
ずれも、７～８割前後が「役割・窓口・手順が明
確なら行動しやすい」と回答しています。仕組み
への期待は一部の消極的な層だけの話ではなく、
対人不安が強い人ほど切実に求めているという
構造です。
この傾向は助ける側だけでなく、助けを求める
側にも同様に働いています。「迷惑をかけてはい
けない」とためらう層が同様に仕組みを求めてい
るということは、窓口や手順の整備が、助けを求
める行動そのもののハードルを下げる可能性を
示しています。また、不安が比較的弱い層も４～
５割が仕組みを支持しており、仕組み整備の効果
は地域全体の底上げとして機能しうると考えら
れます。
以上から、共助を止めているのは助ける側・求
める側の双方に働く心理的ブレーキであることが
確認できました。そしてこの相互のブレーキは、
仕組みによって連動して緩む可能性があります。

６．おわりに

５．示唆と提言－「意識を高める」より「迷いを
　 減らす」

行：災害時など「迷惑をかけてはいけない」と助けを求めるのをためらいそうか
列：役割・窓口・手順が明確なら安心して行動しやすいか

行：人への声掛けや関わりの際、誤解される不安・後で面倒になったりしないか
気にするか

列：役割・窓口・手順が明確なら安心して行動しやすいか

行：本当は関わりたくてもトラブル回避で関わりを控えているか
列：役割・窓口・手順が明確なら安心して行動しやすいか
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気にしない
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控えている
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そう感じない（n=44）

どちらともいえない（n=182）行動しやすい（n=269）
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どちらともいえない（n=182）行動しやすい（n=269）
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提　言

①窓口を１つ決めて
おく

対応する迷い

誰に言えばいいか

何をすればいいか②紙１枚で手順を
共有する 主に助ける側

助けを
求めてよいか

③助けを求める合
図を作る 主に求める側

誰に声をかけるか④軽い接点を日常
に置く 助ける側

助ける側・
求める側両方

効果の対象

（％）n=495、単一回答

（％）n=495、単一回答

（％）n=495、単一回答

図表14 迷いを減らす４つの提言

図表13 共助に関する心理的ブレーキの強さと「仕組みが
あれば動ける」への支持率
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